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第1章	 
 
序章 
1.1 研究背景 
 居住空間における吸音設計  
	 建築音響設計というと，多くの人は音楽用途のコンサートホールに関する設計を思い浮か
べるだろう。しかし，不特定多数の人々が滞在する居住空間においては，音声を媒体とした
コミュニケーションや情報提供がなされ，音楽用途以外の空間でも音響設計は考慮されるべ
きである。したがって，居住空間において音声伝達は音響性能として基本的かつ重要であ
る。  
	 音響設計は，道路交通騒音や隣室の騒音等室外からの騒音を遮る遮音と，室内の人の話し
声や空調騒音等室内で発生した音を抑制する吸音に分けられる。音声の明瞭度を確保するた
めには，室外の騒音が遮音により十分低減され，吸音により室内で発生した音が反射して響
くのを抑制することが重要である。  
	 居住空間の吸音設計には，音声が響いて聴き取りにくくなるのを抑制する残響抑制と，室
内で発生した騒音を小さくする騒音低減の役割があり，快適な音環境の確保のために，わが
国では 2008 年に AIJES で学校施設の音環境保全規準・設計指針が示された [1]。これは学校の
普通教室や音楽練習室等の室用途別に，残響時間や平均吸音率等の吸音設計における推奨値
を示している。しかし，学校以外のオフィスや保育所，公共空間等では室寸法や騒音源が多
様であり，そのような推奨値が示されていない。  
	 上記のような空間を対象とした推奨値が既に示されている国もあるが，わが国では指針が
整っておらず吸音不足の空間が多数存在しているのが現状である。例えば，保育所では吸音
不足により子どもの活動音が増幅され，保育士が大きな声で呼びかけをすることにより音声
障害を引き起こす等，身体的な問題が発生している [2]。このような音環境障害を無くすため，
居住空間の吸音設計の推奨値の設定が急務となっている。  
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 吸音設計の推奨値  
 
	 吸音設計を行う際に，参照されている評価値として示されているものを以下に示す [1]。  
 
l 残響時間	 𝑇 
室内の残響の程度を表す量で，音源が停止してから音圧レベルが 60dB 減衰するのに
要する時間。単位は秒 [s]。  
 
l 吸音率	 𝛼 
建築材料の吸音性能を表す量で，入射音響パワーに対する材料内部で吸収されるパワ
ーと背後に透過するパワーの和の比。同じ材料でも，厚さや背後の空気層厚さ等の設
置条件，音の周波数によって変化する。  
 
l 室内等価吸音面積	 𝐴 
室内表面の各部位の表面積とその部分の吸音率との積の総和で，吸音力ともいう。単
位は平方メートル [㎡ ] 
 
l 平均吸音率	 𝛼 
室全体の吸音の程度を表す量で，室内等価吸音面積を室内全表面積で除した値。  
	      
	 前述の学校教室に関する推奨値としては，残響時間や平均吸音率が示されている。普通教
室等の中庸な響きが適する室に比べ，ブラスバンドの練習室や難聴学級教室等の短めの響き
が適する室は，短い残響時間且つ大きい平均吸音率で，また，合唱の練習室等長めの響きが
適する室は，長い残響時間且つ小さい平均吸音率に設定されている。  
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 海外における音環境に関する基準・規格  
	 海外には諸室の音環境に関する基準・規格が存在し，一部の国と地域では法令レベルの指
針を示している。本項では参考としてその一部を引用して紹介する [3]。  
 
l WHO：Guidelines for Community Noise [4] 
	 会話聴取障害や聴力障害，睡眠妨害等の騒音の特異的健康影響を考慮して，それぞ
れのケースに対し騒音レベルの許容値を具体的に示している。また，住居や学校，幼
稚園，病院等の特定の環境，室用途に対しても騒音レベルの許容値，指針値を具体的
に示している。  
l イギリス教育省：Building Bulletin 93(BB93)[5] 
	 イギリス教育省による学校のための建築設計基準で，法令により 2003 年以降の建築
はこの基準を満たす必要があるとされている。  
l デンマーク経済商務省：Building Regulations[6] 
	 デンマークにおける建築に関する規制事項を示し，法的拘束力を持ってそれらの方
針を守るよう規定している。音に関しては，最低限の遮音性能基準を満たすような設
計計画等を規定している。  
l 米国国家規格協会：ANSI/ASA S12.60-2010[7] 
	 アメリカにおける国家音響性能基準，設計要求事項や学校の設計に関するガイドラ
インを規定している。学校教室やその他学習空間における残響を抑制するための指針
を示している。  
l 南オーストラリア教育省：DECD[8]，Early childhood facilities (birth to age 8) design 
standards and guidelines[9] 
	 DECD は南オーストラリアにおける保育・教育施設の設計指針を示し，0〜8 歳の低
年齢の子供に関する幼児施設の設計基準とガイドラインを [9]で規定している。新築の
幼児施設の計画と設計，及び既存施設の再開発について説明している。  
l ドイツ工業規格：DIN 18041[10] 
	 この規格は 1968 年に初めて公表され，2004 年に１度目の改訂，2016 年に 2 度目の
改訂がされた。この背景には，ドイツのあらゆる分野の人々が障害，民族，文化等に
とらわれず平等であるべきという社会的な作用が関係している。また，建築の設計計
画のガイドとして十分通用するような内容であり，規格内に残響抑制と騒音低減の 2
つを考慮した推奨値を示している為，本研究ではこの規格を参考にして検討を行っ
た。内容については第 2 章で詳しく説明する。  
 
	 このように海外では，学校教室等を含み，保育所や病院も対象とした基準を規定してい
る。また，一部地域では，基準について法的拘束力を持って規定し，取り締まることで，良
好な音環境を確保している。一方，我が国では，前述の様に学校教室に関する推奨値を示し
ているが，それを遵守する義務はなく，既存の施設には反映されていないこともある。その
影響で，推奨値が示されている学校用途空間においても，音環境障害の事例は少なくない。  
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1.2 研究目的 
	 前述したように居住空間の吸音不足により，快適な音環境が確保されておらず，様々な問
題が発生している。そのため，吸音設計の目標値，推奨値を示し，快適な音環境を実現する
指針を明確にする必要がある。  
	 そこで本研究では，吸音設計の目標値の設定に関して知見を得ることを目的とし，残響抑
制と騒音低減の両面から，吸音設計目標値の設定方法について検討を行う。吸音設計目標値
の設定方法に関して理論的に検討を行い，考察結果の妥当性を被験者実験により検討する。
研究の位置付けとしては，将来的に室用途に応じた吸音設計の目標値の設定をするための第
一段階だと考える。吸音設計目標値を設定することで，図  1.1 に示すように，吸音不足によ
る残響過多，騒音増大の空間を排除し，快適な音環境の確保につながる。  
 
  
 
図  1.1	 吸音設計目標値を設定するメリット  
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1.3 論文の構成 
	 第 1 章では，居住空間における吸音設計の役割について，代表的な設計目標値とともに説
明し，吸音設計指針の現状を述べ，これらを研究背景とし，本研究の目的をまとめた。  
 
	 第 2 章では，本研究の前提条件について説明し，各吸音設計目標値を設定した場合の，室
寸法の変化に対する音環境の変化について理論的に検討する。  
	  
	 第 3 章では，音声明瞭度指標に基づき，第 2 章で設定した各吸音設計目標値について，室
用途を想定し，室寸法や騒音等の物理条件を変化させて比較を行う。  
	  
	 第 4 章では，第 2 章と第 3 章の理論的検討の妥当性について，無響室で想定音場を再現し
て聴感印象評価を行い，評価結果を通して検討する。  
	  
	 第 5 章では本研究を総括し，今後の課題について述べる。  
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第2章	 
 
吸音設計目標値の性質に関する基礎的検
討 
2.1 はじめに 
  検討内容と想定条件  
	 吸音設計の目標値をいくつか設定し，残響抑制と騒音低減の効果が，室寸法や騒音源の変化
によってどのように変化するか検討する。  
	 矩形室の拡散音場を仮定し，室寸法の変化に対する残響抑制の評価量として残響時間と，騒
音低減の評価量として暗騒音レベルの変化を理論的に検討する。また，騒音源は居住空間を想
定するため，図  2.1 に示すような床面積に比例して増大する空調騒音や人の活動音とし，床面
積あたりのパワーレベル𝐿)*として設定する。  
 
  
 
図  2.1	 床面積あたりの騒音源  
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残響抑制の評価量  
	 残響抑制の評価量である残響時間𝑇は，Sabine の式 [11]に基づくものとすると以下の式で表さ
れる。  𝑇 = 0.161 ∙ 𝑆1 ∙ ℎ𝐴 	2. 1	  ℎ：天井高 [m]，𝑆1：床面積 [㎡ ]，𝐴：吸音面積 [㎡ ] 
騒音低減の評価量  
	 喧騒感に関わる暗騒音レベル𝐿は，騒音源を床面積あたりパワーレベル𝐿)*とすると以下の
式で表される。  𝐿 = 𝐿) − 10lg 𝐴 + 6 = 𝐿)* − 10lg 𝐴𝑆1 + 6 	2. 2	  𝐿)：騒音源のパワーレベル，𝐿)8：床面積あたり騒音源のパワーレベル  
	 ここで，本研究では (2,2)式の床面積あたりパワーレベル𝐿)*に対するレベル差Δ𝐿に着目し，
騒音低減の評価量とする。Δ𝐿は以下の式で表される。  𝛥𝐿 = −10lg 𝐴𝑆1 + 6 	2. 3	  
	 このΔ𝐿の値は小さいほど減衰量が大きく，騒音低減の効果が大きい。  
 
   検討する吸音設計目標値  
	 前項で述べた残響時間とレベル差について，以下の吸音設計目標値を設定して検討する。  
(a) 残響時間一定  
残響抑制の効果を持つ一般的な設計目標値  
(b) 床面積あたりの吸音面積一定  
床面積に比例して増大する騒音源に対し低減の効果を持ち，室内の騒音レベルを一定に
保つ目標値  
(c) 上記 2 ケースの吸音面積の平均値一定  
残響抑制と騒音低減の効果を持つ目標値  
(d) 平均吸音率一定  
一般的な設計目標値  
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	 上記の目標値を設定した際の，残響時間とレベル差の導出過程を以下に示す。なお，各吸
音設計目標値の基準条件として，天井高ℎ = ℎ<で 	𝑇 = 𝑇<，Δ𝐿 = Δ𝐿<とする。   
 
(a) 目標値を残響時間一定と与えた場合  
残響時間  𝑇	 = 𝑇< 	2. 4	  
レベル差  Δ𝐿 = −10lg 𝐴𝑆1 + 6 = −10lg 	0.161 ∙ ℎ𝑇< + 6 	2. 5	  𝑇<：基準残響時間 [s] 
	 目標値を残響時間一定と与えた場合，残響時間は天井高の影響を受けずに𝑇<秒一定
で，騒音源に対する減衰は天井高の対数に比例する。  
 
(b) 目標値を床面積あたりの吸音面積一定と与えた場合  
残響時間  𝑇 =	0.161 ∙ 𝑆>𝐴 ∙ ℎ	= 𝑇< ∙ ℎℎ< 	2. 6	  
レベル差  Δ𝐿 = −10lg 𝐴𝑆1 + 6 	2. 7	  ℎ<：基準天井高 [m] 
	 目標値を床面積あたりの吸音面積一定と与えた場合，残響時間は天井高に比例して長
くなり，騒音源に対する減衰は一定となる。  
 
(c) 上記 2 ケースの吸音面積の平均値一定と与えた場合  
	 この目標値は残響抑制の (a)と騒音低減の (b)，2 ケースの吸音面積の平均値を一定とす
る。 (a)と (b)の残響式から，@Aを求め，以下に示す。  
	 (a)の式  𝑇< = 0.161 ∙ 𝑉𝐴， 𝐴𝑉 = 	 0.161𝑇< 	2. 8	  
	 (b)の式  𝐴𝑆1 = 0.161 ∙ ℎ<	𝑇< ， 𝐴𝑉 = 	0.161 ∙ 	ℎ<	𝑇< ∙ 	 1ℎ 	2. 9	  
	  
上記の 2 式を足し合わせた平均値は以下の式で表される。  𝐴𝑉 = 	 12 	 ∙ 	0.161𝑇< 	 + 0.161 ∙ 	ℎ<	𝑇< ∙ 	 1ℎ	 = 	 0.1612𝑇< ∙ 1 + ℎ<ℎ 	2. 10	  
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残響時間とレベル差の式に代入し，以下に示す。  
 
残響時間  
𝑇	 = 0.161 ∙ 𝑉𝐴 = 2𝑇<1 + ℎ<ℎ 	2. 11	  
レベル差  Δ𝐿 = −10lg 𝐴𝑆1 + 6 = −10lg 0.1612𝑇< ∙ ℎ + ℎ< + 6 	2. 12	  
 
	 残響時間は変数となる天井高が分母にあり，レベル差は天井高の対数をとる形にな
る。  
 
	 以上 3 種類の設定に関して，天井高に対する残響時間とレベル差の変化を図  2.2 に示す。
(a)残響時間一定では低い天井高でレベル差が増大， (b)床面積あたりの吸音面積一定では高い
天井高で残響時間が増大し，天井高によって明確な優劣が生じる可能性がある。一方， (c)2
ケースの吸音面積の平均値一定では (a),(b)の中間的な性質を示し，天井高が増すと残響時間は
若干増大するものの，レベル差は若干低下し，トレードオフが生じる。  
 
  
 
図  2.2	 (a)〜(c)条件の天井高に対する残響時間(左)とレベル差(右)の変化  ℎ = 4 [m]を基準値  
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(d) 平均吸音率一定と与えた場合  
	 この場合， (a)〜 (c)の 3 条件と違い，床面寸法によっても残響時間とレベル差は変化
するため，床面 1 辺𝑑 m の正方形を想定すると以下の式で表される。  
残響時間  𝑇 = 0.161𝛼< ∙ 	𝑉𝑆 = 	0.161𝛼< ∙ 	 12ℎ + 4𝑑 	2. 13	  
レベル差  Δ𝐿 = −10lg 𝛼< ∙ 𝑆𝑆1 + 6 = −10lg 𝛼< ∙ 2 + 4ℎ𝑑 + 6 	2. 14	  
 
	 図  2.3 に𝑑＝8 m を基準条件とした場合の天井高に対する変化を示す。この場合， (c)2 ケー
スの吸音面積の平均値一定と同様に残響時間とレベル差の変化にトレードオフが生じている
が，床面寸法が大きくなると両者とも増大し，明確な劣化が生じることが示唆される。  
 
  
 
図  2.3	 平均吸音率一定条件の室寸法に対する残響時間(左)とレベル差(右)の変化  ℎ = 4 [m]， 	𝑑 = 8 [m]を基準値  
 
12  
 
2.2 ドイツ工業規格の室内音響指標 
 ドイツ工業規格  
	 日本では居住空間の吸音設計に関する指針が整っていないが，外国では保育所等を対象と
した指針が存在する。  
	 Deutsche Industrie Normen により発行されているドイツ工業規格 [12](通称 DIN)も，そのよう
な指針を含んでいる。DIN は日本でいう JIS に当たるもので，ドイツ連邦共和国の国家規格で
ある。また，1917 年に設立され，産業，研究，社会のあらゆる分野において大きな役割を果
たしている。  
 
 DIN 18041 
	 DIN のうち，2016 年改定の DIN 18041 [10]は，室内音響設計のための必要条件，推奨および
参考事項を示している。この規格は，最大 5000 ㎥の容積を有する空間に適用され，スポーツ
施設およびプールについては最大 30000 ㎥に適用される。主に音声コミュニケーションのた
めの必要事項を含め，明瞭度を確保するための室内音響要件，推奨事項，および設計のガイ
ドラインを規定している。  
	 基本的に 2 つのタイプに区別され，推奨値が設定されている。  
 
l グループ A：中規模及び大規模の空間  
学校教室 (大学の大教室等 )，デイケアセンターの多目的室，会議室，裁判所，講演会
場，体育館，スイミングプール等  
 
l グループ B：小規模の空間  
居室，ダイニングルーム，食堂，遊戯室，学校教室，保育所，更衣室，エントランス
ホール，オフィス等  
 
	 グループ A は，用途に適した残響時間とサウンドステアリングによって，中規模及び大規
模の空間の室内音響品質が保証され，グループ B では，吸音と騒音の低減によって小規模で
の室内音響品質が保証されるよう規定している。  
 また，この規格は音楽や音声等の高音質の録音の分野だけでなく，劇場，コンサートホー
ル，映画館，神聖な空間等の特別な要件を備えた室内音響は含まない。  
 この規格の推奨値は科学的に正確な数値や推論は示されていないが，十分大きな室内減衰が
室内音響に望ましい効果を与えることが知られている。  
 この規格の推奨値は隣接する空間から伝達された騒音の制限，また室内の騒音の制限を前提
条件として規定されている。隣接する空間または屋外からの騒音を低減するためには，十分
な遮音を必要とする。  
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 グループ A と B の目標値，推奨値について示す。  
 
l グループ A 
	 グループ A では表  2.1 に示すような室空間を対象に，室規模に応じた残響時間の設
定とサウンドステアリングによって，音響品質が保証されるよう規定している。室用
途に応じた残響時間は表  2.2 に示すように室容積の関数として与えられる。  
 
 
 
表  2.1 グループ A の空間の説明と用途例  
 
表  2.2 グループ A の目標残響時間  
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	 表  2.2 の目標残響時間をグラフ化したものが図  2.4 である。室容積が大きくなるほ
ど目標残響時間は長くなる。残響時間が短いほど，室内の音は聴き取りやすい。母国
語ではない言語でのコミュニケーションや，音声明瞭度を高める必要がある人々との
コミュニケーションには短めの残響時間が要求される。後者については，例えば，会
話や音声処理障害，集中力または注意障害，パフォーマンス障害を受ける人のことで
ある。  
	 音楽レッスンや音楽リハーサルルームでの残響時間の要件については，通常はタイ
プ A1 と A2 の中間に位置するのが望ましい。音楽学生のための教室について，歌や録
音等において演奏のために残響時間を長くする傾向がある。だが，音楽レッスンやリ
ハーサルルームでは，ブラスおよび弦楽器の場合，A2 の設定値曲線に基づくことを推
奨する。学校の音楽教室では，A1 と A3 の目標曲線の範囲をカバーするような残響時
間の変動が求められる。さらに，パーカッションとそれに類する音が鳴る場合のバン
ドリハーサルルームでは，より高い室内減衰が必要となる。ここでは，A3 の残響時間
を上限とする。  
	 用途タイプ A1〜A4 の目標残響時間𝑇*FGGに対し，125 Hz から 4000 Hz までの周波数に
依存する残響時間の許容範囲を図  2.5 に示す。タイプ A5 については，250 Hz から
2000 Hz までの目標残響時間に対し±20 ％の精度で維持されなければならない。分割
可能な体育館の場合，分割されていない場合と分割されている場合両方の要件が保証
されていなければならない。  
 
 
  
第 2 章 吸音設計目標値の性質に関する基礎的 15 
 
 
 
図  2.5	 周波数帯域に対する残響時間の許容範囲 [10] 
 
図  2.4	  DIN グループ A の目標残響時間 [10] 
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l グループ B 
	 グループ B では残響抑制と騒音低減を考慮した推奨値が設定されている。吸音によ
る室内減衰が推奨され，騒音レベルの低減と残響抑制が保証される。表  2.3 グループ
B の空間の説明と用途例表  2.3 に示す 5 つの室用途類型に対して，表  2.4 に示す式の
通り𝐴 𝑉の下限値が天井高の関数として設定されており，間接的に残響時間の上限値
を定めている。  
 
 
 
 
  
表  2.3 グループ B の空間の説明と用途例  
 
表  2.4 グループ B の推奨事項  
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	 上記の推奨事項の天井高に対する残響時間とレベル差の変化を図  2.6 に示す。2.1.2 の
(c),(d)と同様に，天井高の上昇に対して残響時間の増大を許容しつつも，レベル差は低下する
ことがわかる。但し，各室用途では，天井高の対数に対して残響時間の傾きは一定である
が，レベル差の傾きは B2 から B5 の順で緩やかになっている。  
	 グループ B は残響抑制と騒音低減を考慮しており，本研究の参考値になりうるが，これら
の推奨値の理論的な根拠は示されておらず，この推奨値も含めて検討を行う必要があると考
える。  
 
  
 
図  2.6	 DIN グループ B の天井高に対する残響時間とレベル差の変化  
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2.3 室用途を想定した各目標値の比較 
	 室用途を想定して，残響抑制と騒音低減を考慮している DIN のグループ B の推奨値を含め
吸音設計目標値を比較する。 (a)〜 (d)は 2.1.2 における目標値で，DIN の推奨値を (e)とする。  
 
 学校教室想定  
	 学校の普通教室を想定し，AIJES 推奨値に基づき， (a)~(c)の目標値を 8 m×8 m×3 m(H)で𝑇< =0.6 s， (d)では平均吸音率𝛼< =0.2 とする。DIN では学校教室を含む B5 の推奨値と比較す
る。  
	 図  2.7 に各目標値設定における天井高に対する残響時間とレベル差の変化を示す。天井高
2.5~5.0 m の範囲において， (a)残響時間一定ではレベル差が 3 dB 変化し， (b)床面積あたりの
吸音面積一定では残響時間が 0.5~1.0 s となっている。一方， (c)2 ケースの吸音面積の平均値
一定では残響時間が 0.5~0.8 s，レベル差が 1.5 dB の変化に留まり，変化幅は (d)平均吸音率一
定と同程度である。特に (c)は DIN の値とほぼ一致している。  
 
 
  
 
図  2.7	 学校教室想定の天井高に対する残響時間とレベル差の変化  
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 待合室想定  
	 DIN では待合室や休憩室等の会話・騒音のある滞在空間を B3 に区分している。ここで，  8 
m×8 m×3 m(H)での DIN 推奨値を便宜的に基準として，多様な床面寸法が考えられる待合室
空間を想定し，各目標値を比較する。但し， (d)では𝛼< =0.15 を目標値とする。  
	 図  2.8 に各目標値設定における残響時間とレベル差の変化を示す。天井高 2.5~5.0 m の範囲
において， (a)残響時間一定では学校教室と同じくレベル差が 3 dB 変化し， (b)床面積あたりの
吸音面積一定では残響時間が 0.7~1.4 s， (c)2 ケースの吸音面積の平均値一定では残響時間が
0.8~1.1 s，レベル差が 1.8 dB の変化となっている。一方， (d)平均吸音率一定では天井高の範
囲に加えて床面辺長 4,8,16 m の範囲を想定すると，残響時間が 0.6~1.6 s，レベル差が 4.2 dB
の範囲で大きく変化することがわかる。また，ここでも (c)は DIN とかなり近い値となってい
る。  
 
 
  
 
図  2.8	 待合室想定の天井高に対する残響時間とレベル差の変化  
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第3章	 
 
音声明瞭度指標による比較 
3.1 はじめに 
	 本章では，前章で考察した吸音設計目標値に関して，具体的に室用途を想定し，音源と受
音点の距離の変化，室寸法の変化，騒音源の変化に対する音声伝送性能の変化について検討
する。  
 物理的評価指標  
	 日本建築学会環境工学委員会は，音声伝送性能の物理的評価指標について主に以下のよう
な方法に分類されると述べている [13]。  
 
l 騒音によるマスキングの影響に着目した方法  
	 この方法は，音声の聴取音圧レベル，背景騒音の音圧レベル，周波数特性等の物理
量が異なった条件で，音声に対する騒音によるマスキングの影響をいくつかの周波数
帯域に分けて分析し，これらの関係性から明瞭度評価値を算出するものである。  
	 また，原理的に雑音や帯域制限等の歪みによる影響を説明するのには適している
が，残響やエコー等の時間領域での歪みの影響に対して適切な評価ができない場合が
ある。  
 
l 室応答のエネルギー比に着目した方法  
	 この方法は，伝送路内で測定されたインパルス応答波形の，直接音到来からある時
間内までの初期応答エネルギーを貢献因子 (Useful)とし，それ以降の反射音エネルギー
やターゲットとなる音声以外の音，つまり背景騒音を妨害因子 (Detrimental)として，両
者の SN 比によって伝送路内の音声伝送性能を表すものである。  
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l 音声信号強度の時間変化に伴う包絡線情報保存度に着目した方法  
	 この方法は，会話音声を時間の経過に従って連続的に変化するスペクトルを持つ音
の流れとしてとらえ，発信者 (話者 )から発せられた音声の特徴を表す信号強度の時間
的な変化 (包絡線情報 )が，伝送路内での残響や騒音の影響を受けて，受信者の位置で
どれだけ保存されているかによって音場内の音声伝送性能を示そうとするものであ
る。  
	 音場に存在する残響や騒音等によって音声の聴き取り性能が低下する影響は，包絡
線の変調の深さの減少度として表され，変調周波数の関数 MTF(Modulation Transfer 
Function)[14]として示される。この MTF は SN 比に換算され，音声の伝送性能を直接表
す指標となる STI(Speech Transmission Index)が求められる [15][16]。STI は現在，
IEC60268-16(2003)として規格化されており，音声伝送性能の測定，評価において最も
一般的に用いられている指標である。  
	 また，数々の音声伝送性能評価に関わる指標が示されているが，容易に結果が算出
できることが望まれ，主観的な評価との対応が示されていることが必要であることを
考慮すると，最も適応性が高いもののひとつとして，STI が挙げられている。  
 
	 上記を踏まえ，本研究では音声明瞭度指標 STI により理論的にさらに検討を深めることと
した。  
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 STI の概要  
l STI の求め方  
	 前述した通り STI は，音声信号が受音点でどれだけ保存されているかを示す変調伝
達関数 MTF により得られる。3.1.2 と 3.1.3 での STI，MTF の説明には [13]〜 [17]より
一部引用する。MTF の概要を図  3.1 に示す。  
 
  
 F：変調周波数  𝑥(𝑡)：発声者の音声を表した 100%強度変調された音源入力信号  𝑦(𝑡)：伝送路内を経過した出力信号  
 
図  3.1	 MTF の概念 [13] 
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	 変調度を変調周波数の関数として表した𝑚(𝐹)が MTF である。 (3.1)に示すように，空
間内で測定されたインパルス応答ℎ(𝑡)から，125〜8 kHz の 7 オクターブバンド，  
0.63〜12.5 Hz の 14 の変調周波数について，計 7×14 の 98 の MTF を求める。  
 𝑚 𝐹 = ℎP 𝑡Q< ∙ 𝑒STPUVW 𝑑𝑡ℎPQ< 𝑡 𝑑𝑡 	3. 1	  
 
	 なお，背景騒音の影響を考慮する場合， (3.2)に示すように音声レベルと背景騒音レ
ベルの差 SN 比に応じて補正を行う。  
 𝑚X,VZ = ℎP 𝑡Q< ∙ 𝑒STPUVW 𝑑𝑡ℎPQ< 𝑡 𝑑𝑡 ∙ (1 + 10S [\]^ _< )S_ 	3. 2	  
 
 
	 以降に，STI を算出するまでの過程を示す。  
	 (3.2)より得られた MTF に，聴覚マスキングを考慮して， (3.3)に示すように補正を行
う。  
 𝑚`X,VZ = 𝑚X,VZ 𝐼X𝐼X + 𝐼XS_ ∙ 𝑎𝑚𝑓XS_ + 𝐼dW,X 	3. 3	  𝐼X：音声周波数帯域ごとの強度 (𝑘：オクターブバンド ) 𝐼XS_：低域側に隣接する音声周波数帯域の強度  𝑎𝑚𝑓：聴覚マスキング補正因子  𝐼dW,X：最小可聴値による補正レベル  
 
 
	 次に，MTF から見かけの SN 比を (3.4)により換算する。  
 𝑆𝑁𝑅X,VZ = 10 lg 𝑚`X,VZ1 − 𝑚`X,VZ 				 [dB] 	3. 4	  
 
	 (3.5)によって明瞭度への貢献度𝑇𝐼X,VZを算出する。  
 𝑇𝐼X,VZ = 𝑆𝑁𝑅X,VZ + 𝑆𝑅 	3. 5	  𝑆：シフト因子 (=15[dB])，𝑅：レンジ因子 (=30[dB]) 
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	 (3.6)より，𝑇𝐼X,VZを音声周波数帯域ごとに算術平均して𝑀𝑇𝐼Xを求める。  
 
𝑀𝑇𝐼X = 114 𝑇𝐼X,VZ_mZn_ 	3. 6	  
 
	 (3.7)により，𝑀𝑇𝐼Xを重み付け平均して算出する。  
 
𝑆𝑇𝐼 = 𝛼X ∙ 𝑀𝑇𝐼XoXn_ － 𝛽X 𝑀𝑇𝐼X ∙ 𝑀𝑇𝐼Xq_
r
Xn_ 	3. 7	  𝛼X：音声周波数帯域ごとの重み付け係数  𝛽X：冗長性補正係数  
 
	 以上のプロセスより，STI が 0 から 1 の値で求められ，空間の音声伝送性能につい
て評価ができる。  
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l STI と音声伝送性能のクラスの関係  
	 今まで行われてきた研究により，STI と「聴き取りにくさ」との対応関係は実験的
に確かめられている [18]。図  3.2 に，騒音の影響を考慮した STI と音声伝送性能のクラ
スの関係を示す [17]。縦軸は「聴き取りにくさ」または「聴き取り間違い」を示す割合
で，図中に音声伝送性能のクラス境界を示す。また，音声伝送性能のクラスとそれら
の位置付けを表  3.1 に示す。STI の値が大きいほど音声伝送性能のクラスが高く，ク
ラスが高いほど聴き取りにくさ，聴き取り間違いの割合は小さい。つまり，STI の値
が大きいほど聴き取りにくさ，聴き取り間違いは起こりにくい。快適な音声コミュニ
ケーションを実現するためには，STI の値が大きくなるような設計が必要である。  
 
 
 
 
表  3.1	 音声伝送性能のクラスとそれらの位置付け [13] 
 
 
図  3.2	 音声伝送性能のクラスと STI[13] 
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 STI の予測方法  
	 前項で示したように，インパルス応答を測定し MTF を算出することで，STI の値が得られ
る。暗騒音がある場合は，音声と暗騒音のレベル差も必要となる。だが，インパルス応答を
測定せずとも，対象空間の情報や音声と暗騒音の情報が分かれば，STI を理論的に予測するこ
とができる。予測フローを図  3.3 に示す。  
	 必要となるパラメータは残響時間や室容積，音声情報，騒音情報である。発声者と聴取者
の距離については，考慮しない場合とする場合で予測方法が異なる。  
 
  
 
 
図  3.3	 STI 予測の手順 [16] 
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	 残響のある空間において，インパルス応答が指数減衰すると仮定すると，MTF は以下の式
で表される。  
 
	 音源—受音点の距離考慮なしの場合  
 𝑚 𝐹 = 1 + 2π𝐹𝑇13.8 P S_/P 	3. 8	  𝑇：残響時間 [s]，𝐹：変調周波数 [Hz] 
 
	 	 	 音源と受音点の距離を考慮しない場合，拡散音場の予測といい，残響時間が同じ室空	   
	 	 間の条件での STI の最小値を求められるので，安全側の設計を行う際の目安になる [13]。  
 
	 音源—受音点の距離考慮ありの場合  
 𝑚 𝐹 = 𝐴P + 𝐵P𝐶 	3. 9	  
 𝐴 = 3𝑟P + 1𝑟xP 1 + 2π𝐹𝑇13.8 P S_ 𝐵 = 2π𝐹𝑇13.8 1𝑟xP 1 + 2π𝐹𝑇13.8 P S_ 𝐶 = 3𝑟P + 1𝑟xP 𝐶：音源—受音点距離 [m]，𝑉：室容積 [㎥ ]，𝑇：残響時間 [s] 𝑟xP：0.0032 𝑉 𝑇	[m]，𝑇：変調周波数 [Hz] 
 
	 	 	 音源と受音点の距離を考慮する場合，距離考慮の予測 [13]といい，拡散音場の予測より  
	 	 現実的な STI 値を求めることができる。  
 
 
	 また，3.1.2 でインパルス応答を測定して得られた MTF から STI を求める過程を示した
が，本稿で示した MTF も同じようにして換算することで STI の値が予測できる。  
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3.2 学校教室を想定した音声伝送性能の比較 
 想定条件  
	 本節では，2.3.1 で示したような学校教室を想定し [1]，吸音設計目標値や室寸法，騒音源の
変化による音声伝送性能の変化の比較を行う。  
	 図  3.4 に示すような床面が正方形で 1 辺𝑑=8 m の空間を想定し，第 2 章で示した吸音設計
目標値 (e)の DIN は B5 の学校教室を含む推奨値とし，DIN の 8 m×8 m×3 m(H)の時の残響時
間を (a)〜 (c)の基準値として比較を行う。また， (d)の平均吸音率については𝛼< =0.2 とする。
また，天井高ℎ	は 2〜8 m の範囲で変化する。  
 
 
 𝐶y<による比較  
	 前節では STI による音声伝送性能の評価について説明したが，STI 以外にも音声明瞭度指標
なるものはある。その中から，C50 について比較を行った。  
	 𝐶y<はインパルス応答の初期反射音と後期反射音を区分して扱う指標である [19][20][21]。この指
標では，50 ms までの初期反射音は直接音を補強するとされ，50 ms 以降の反射音は拡散音と
して扱い，以下のように表される。𝐶y<の値が大きいほど話声の明瞭度が良いとされる。  
 
𝐶y< = 10 lg 	𝑝P 𝑡y<{*< 𝑑𝑡	𝑝P 𝑡Qy< 𝑑𝑡 			[dB] 	3. 10	  𝑡：時間 [s]，𝑝 𝑡 ：時刻𝑡における音圧 [Pa] 
  
 
図  3.4	 室寸法のイメージ  
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	 𝐶y<は本来インパルス応答から求める指標であるが，拡散音場を仮定すると，STI と同じく
インパルス応答を測定せずとも理論的に値を得ることができる [22]。以下に算出式を示す。  
 
𝐶y< = 10 lg 1 − exp −4.25 𝑆𝛼𝑉exp −4.25 𝑆𝛼𝑉 			 dB 	3. 11	  𝑆：表面積 [㎡ ]，𝛼：平均吸音率，𝑉：室容積 [㎥ ] 
 
	 (3.11)で求められた𝐶y<は，インパルス応答から得られる本来の値より小さめに算出されるた
め，設計に際しては安全側の数値をとると考えられる [23]。  
 
	 図  3.5 に拡散音場を仮定して算出した𝐶y<の天井高に対する変化を示す。 (a)は残響時間が一
定のため𝐶y<の値が変わらない。 (b)床面積あたりの吸音面積一定は天井高が高くなると残響時
間が長くなるため，𝐶y<が小さく，明瞭度が悪いと考えられる。また， (c)2 ケースの吸音面積
の平均値一定は (a)と (b)の中間的な性質を示し， (e)と似た傾向を示す。 (d)平均吸音率一定は (c)
と似た傾向を示すが，室規模に関係なく𝛼< =0.2 で一定で，他の基準値より吸音面積が小さく
明瞭度が悪い。  
 
  
 
図  3.5	 学校教室想定の天井高に対する𝐶y<の変化  
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 STI による比較  
	 次に，3.1.3 で説明した STI について，以下の 3 タイプで音声伝送性能の比較を行った。
MTF を求める際の対応する数式番号をそれぞれ示している。  
 
l 暗騒音なし，音源—受音点距離考慮なし (3.8) 
l 暗騒音なし，音源—受音点距離考慮あり (3.9) 
l 暗騒音あり，音源—受音点距離考慮あり (3.2) 
 
l 暗騒音の考慮なし，音源—受音点距離考慮なし  
	 (3.8)より求めた MTF から算出した STI を図  3.6 に示す。STI は 1 に近いほど明瞭度
が良い。グラフの右に示す 1st〜4th は音声伝送性能のクラスである。この場合，残響時
間の変化のみ影響を受けて STI が変化する。  
	 (a)残響時間一定は残響時間が変わらないため STI は 0.7 程度で一定である。  
	 (b)床面積あたり吸音面積一定の場合，天井高が高くなると残響時間が長くなること
で STI は小さくなり，建築空間では STI は 0.6 以上が望ましいと考えられているが，
天井高 5 m 程度で 0.6 を下回る。また，天井高 2.5〜5 m の範囲でランクが 2nd から 4th
に変化するため， (b)を吸音設計目標値として設定した場合，室寸法によって大きく音
声伝送性能が変化し，快適な音環境性能を確保できないことが示唆される。  
	 (c)2 ケースの吸音面積の平均値一定は (a)， (b)の中間的な性質を示し， (e)ととても近
い値を示す。また，天井高 2.5〜5 m の範囲で両者とも STI は 0.1 程度の変化幅であ
る。  
	 (d)平均吸音率一定の場合，天井高に対する変化幅は (c)， (e)と同程度である。  
 
  
 
図  3.6	 学校教室想定の STI の変化  
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l 暗騒音の考慮なし，音源—受音点距離考慮あり  
	 音源—受音点距離を考慮する場合，臨界距離が音声伝送性能に影響を与える。臨界距離
とは， (3.12)に示すような音源との距離が離れると直接音エネルギーが小さくなる距離減
衰 [24]の関係のため，直接音エネルギーと拡散音エネルギーが等しくなる距離のことであ
る [19]。音源からの距離が離れるほど直接音エネルギーの比率は小さくなり，拡散音エネ
ルギーが支配的になる。  
 𝐿* = 𝐿)* + 10 lg 𝑄4π𝑟P 			[dB] 	3. 12	  𝐿*：音声の直接音レベル [dB]，𝐿)*：音声のパワーレベル [dB] 𝑄：音源の指向係数，𝑟：音源—受音点距離 [m] 
 
臨界距離  
	 臨界距離の算出方法を以下に示す。  
𝑑x = 𝑄𝑅16π		[m] 	3. 13	  𝑅：室定数  𝑆𝛼 1 − 𝛼  
	 音源の指向係数は，音源—受音点距離に比べて地面近くに設置されているとみなせるの
で，𝑄 =	2 とし，室定数𝑅	は吸音設計目標値と室寸法の設定によって求められる。  
 
  
 
図  3.7	 学校教室想定の臨界距離の変化  
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	 図  3.7 に天井高の変化に対する臨界距離の変化を示す。吸音の度合いを表す室定数の
変化によって臨界距離は変化する。 (a)残響時間一定の場合，天井高が高くなると臨界距
離は大きくなり，距離が離れても直接音が支配的で明瞭度は良いが，天井高が低い時は
会話者との距離が近くても拡散音が支配的になり明瞭度が悪くなることが示唆される。
(b)床面積あたり吸音面積一定の場合，天井高の変化に対して臨界距離の変化が小さく，
天井高が変化しても臨界距離は一定の大きさに保たれる。 (c)2 ケースの吸音面積の平均
値一定の場合， (a)， (b)の中間的な性質を示し， (e)と似た傾向を示す。 (d)平均吸音率一
定の場合， (c)と同じような変化幅であるが，他の吸音設計目標値より吸音の程度が小さ
いため臨界距離が小さい。𝛼<	がより大きな値をとると臨界距離は大きくなる。  
 
	 (3.9)より求めた MTF から STI を算出し，図  3.8 に示す。  
	 (a)残響時間一定の場合，天井高が高くなると臨界距離は大きくなる。この影響で天井
高が低い時は直接音の比率が小さくなることで STI の値が小さく，天井高が高い時は直
接音の比率が大きくなることで STI の値が大きい。音源との距離が変わると，天井高の
変化に対する STI の変化幅が最も大きい。  
	 (b)床面積あたり吸音面積一定の場合，天井高が変化しても臨界距離はあまり変化しな
いため，音源との距離が変化しても天井高に対する STI の変化幅はあまり変わらない。
だが，残響時間の変化の関係で天井高に対する STI の変化幅は大きい。   
	 (c)は天井高に対する臨界距離の変化が (a)， (b)の中間的な傾向を示しており，音源との
距離の変化に対する STI の変化も (a)， (b)の中間的な性質を示している。音源との距離の
変化による STI の変化幅は (a)より小さく (b)より大きい，天井高の変化に対する STI の変
化幅は (a)より大きく (b)より小さいというトレードオフの関係を示している。また，ここ
でも (e)と似た傾向を示している。  
	 (d)は (c)， (e)と同じようなトレードオフの関係を示している。また，全体的に他の吸音
設計目標値より低い STI の値を示している。  
	 今回検討した条件では最も大きい臨界距離でも 3 m より小さく，どの吸音設計目標値
の場合でも，音源—受音点距離が 4 m より大きくなると，距離を考慮せず算出した安全側
の STI の値に収束する。距離が大きくなると，拡散音エネルギーの比率が大きくなるこ
とで，直接音エネルギーの影響が小さくなり，残響時間の影響が支配的になるためであ
る。  
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図  3.8	 学校教室想定の音源—受音点距離を考慮した STI 
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l 暗騒音の考慮あり，音源—受音点距離考慮あり  
	 暗騒音がある空間における音声伝送性能は， (3.2)にあるように暗騒音レベル𝐿と音声
レベル𝐿*の差 SN 比を算出して MTF を求める。  
 
音声レベル  
	 音声レベルは距離減衰と室の吸音の程度の関係で，以下の式により求められる。  𝐿* = 𝐿)* + 10 lg 𝑄4π𝑟P + 4𝑅 			[dB] 	3. 14	  𝐿*：音声レベル [dB]，𝐿)*：音声のパワーレベル [dB] 
 
	 表  3.2 に話し方に対応する音声レベルと音声のパワーレベルを示す [25]。これをもと
に，音声のパワーレベルについて本研究では通常会話の 68 dB とする。  
	 また，音源—受音点距離𝑟	については，図  3.9 に示すような近距離会話，中距離会話を
想定して，𝑟 =1，4 m の 2 条件とした。  
 
 
 
  
 
図  3.9	 近距離会話，中距離会話のイメージ  
表  3.2	 話し方に対する音声レベルと音声のパワーレベル [25] 
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暗騒音レベル  
	 本研究において，暗騒音レベルは 2.1.1 に示すように床面積あたりの騒音源について検
討する。騒音源は図  3.10 に示すような床面積に比例して増大する空調騒音や多群会話と
する。それぞれの音の大きさについて，空調騒音は 40 dB 程度，多群会話は 60 dB 程度
と考えられる [26]。暗騒音レベルで 40，60 dB 程度とすると， (2.2)より床面積あたりの騒
音源のパワーレベルは 30，50 dB 相当となるので，この 2 条件について検討する。  
 
 
 
	 音声レベルと暗騒音レベルを求めることで，SN 比は以下の式で算出される。  
 𝑆𝑁𝑅 = 𝐿* − 𝐿 	3. 15	  = 𝐿)* + 10 lg 𝑄4π𝑟P + 4𝑅 − 𝐿)* − 10lg 𝐴𝑆1 + 6 			 dB  
 
	 求めた SN 比を，図  3.11，図  3.12 に示す。 (e)DIN の推奨値は (c)と近い傾向を示して
いるので除外した。  
	 (a)〜 (c)の 3 条件の SN 比について図  3.11 に示す。音源—受音点距離が臨界距離より小
さい 1 m の場合，直接音が支配的であるため，各吸音設計目標値の天井高に対する変化
が影響している。 (a)残響時間一定の場合，天井高が高くなると吸音が大きくなる関係で
SN 比が大きくなるが，天井高が低い時は SN 比が小さく，明瞭度が低くなることが示唆
される。 (b)床面積あたり吸音面積一定の場合，天井高によらず騒音源に対する減衰量が
一定なので SN 比も変わらない。 (c)2 ケースの吸音面積が一定の場合， (a)， (b)の中間を
示している。また，騒音源のパワーレベルが大きい方が SN 比は小さくなっているが，
天井高に対する変化幅は変わらない。  
	 音源—受音点距離が臨界距離より大きい 4 m の場合，拡散音が支配的であるため，各吸
音設計目標値の天井高に対する変化の影響が小さく，3 条件で変化幅に違いはほとんど
ないと言える。拡散音レベルと暗騒音レベルの大きさは，両者とも吸音の程度で同程度
 
図  3.10	 床面積に比例して増大する騒音源  
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変化するためである。また，直接音の影響が小さいため音声レベルは小さく，騒音源が
大きい方が SN 比はマイナスの値を取り，STI は低くなっていると考えられる。 (d)の平
均吸音率が一定の場合の SN 比について図  3.12 に示す。図  3.11 の (c)と似た傾向を示し
ているが，吸音の程度が小さいため，SN 比は若干小さい値である。  
 
	 SN 比を算出し，MTF を得た。上記の条件で算出した STI を図  3.13，図  3.14 に示す。
暗騒音がない場合とある場合の変化をみるため，暗騒音がない場合の STI も併記した。  
	 (a)〜 (c)3 条件の STI を図  3.13 に示す。音源—受音点距離が臨界距離より小さい 1 m の
場合についてである。この場合，直接音エネルギーが支配的である。暗騒音がない時，
(a)残響時間一定の場合は天井高が低いと拡散音エネルギーの比率が大きくなることで
STI は小さく， (b)床面積あたり吸音面積一定の場合は天井高が高いと残響時間が長くな
ることで STI が小さく， (c)2 ケースの吸音面積の平均値一定の場合はその中間的な性質
を示している。それに対し，暗騒音がある場合，直接音エネルギーと拡散音エネルギー
を合わせて音声レベルとするので，直接音エネルギーと拡散音エネルギーが大きいほど
暗騒音レベルに対する SN 比が大きく，STI も大きくなる。𝐿)* =30 dB の場合，SN 比を
見ると吸音設計目標値と天井高の変化によって 23〜28 dB 程度に変化するが，SN 比が
+20 dB 以上確保されると SN 比の補正が STI に与える影響がほとんどなくなる [27]。その
ため，図  3.6 に示すような暗騒音と音源—受音点距離を考慮しない STI と同じ傾向を示
す。𝐿)* =50 dB の場合，SN 比は吸音設計目標値と天井高の変化によって 3〜8 dB 程度に
変化しており，SN 比の補正の影響を受ける。 (a)残響時間一定の場合，天井高が低いと
暗騒音レベルが増大するため STI が低く， (b)床面積あたり吸音面積が一定の場合，SN
比は一定に保たれているものの，天井高が高いと残響時間が長くなることで STI は低
い。 (c)は (a)， (b)の中間的な性質を示す。  
	 音源—受音点距離が臨界距離より大きい 4 m の場合，拡散音エネルギーが支配的であ
り，SN 比は吸音設計目標値ごとにほとんど違いはない。暗騒音がない時， (a)残響時間
一定の場合，天井高が低いと臨界距離が小さくなる影響で STI が若干小さく， (b)床面積
あたり吸音面積一定の場合，天井高による臨界距離の変化は小さいが，天井高が高い時
残響時間の変化により STI は小さい。 (c)は (a)， (b)の中間的な性質を示す。𝐿)* =30 dB の
場合，STI の変化は 	𝑟 =1 m での𝐿)* =30 dB の場合と同じであるが，SN 比は+20 dB を若
干下回るため，STI は 	𝑟 =1 m の場合の STI に対し若干小さい値を示す。𝐿)* =50 dB の場
合，SN 比は 0〜 -1 dB 程度で若干変化する。SN 比が確保されず SN 比の補正による影響
が大きいため，暗騒音がない時に比べて天井高に対する変化幅が小さい。 (a)残響時間一
定の場合，天井高に対する SN 比の変化がほとんどなく，天井高が変化しても STI は 0.4
程度である。 (b)床面積あたり吸音面積一定の場合，天井高が高いと残響時間が長くなる
ことで STI が小さいのは変わらないが，SN 比の補正による影響が大きいため，天井高に
対する変化幅は小さい。 (c)は (a)， (b)の中間的な性質を示す。  
	 (d)の平均吸音率が一定の場合の STI について図  3.14 に示す。図  3.13 の (c)と似た傾向
を示しているが，吸音の程度が小さいため，STI は小さめの値である。だが，吸音の程
度の変化より SN 比の補正の影響が大きい 	𝑟 =4 m かつ𝐿)* =50 dB の場合のみ， (c)との差
が 0.02 程度でとても近い値を示している。   
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図  3.11	 学校教室想定の天井高に対する SN 比の変化：(a)〜(c)3 条件の場合  
 
図  3.12	 学校教室想定の天井高に対する SN 比の変化：(d)平均吸音率一定の場合  
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図  3.14	 学校教室想定の暗騒音を考慮した STI の変化：(d)平均吸音率一定の場合  
 
図  3.13	 学校教室想定の暗騒音を考慮した STI の変化：(a)〜(c)3 条件の場合  
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3.3 待合室を想定した音声伝送性能の比較 
 想定条件  
	 本節では，前節で示した音声伝送性能の比較について，床面寸法の変化による影響も含め
て更に検討を深めるため，2.3.2 で示したような様々な床面の大きさが考えられる待合室を想
定して比較する。  
	 図  3.15 に示すような床面が正方形で 1 辺𝑑=4,8,16 m の空間を想定し，第 2 章で示した吸音
設計目標値 (e)の DIN は B3 の待合室を含む推奨値とし，DIN の 8 m×8 m×3 m(H)の時の残響
時間を (a)〜 (c)の基準値として比較を行う。また， (d)の平均吸音率については𝛼< =0.15 とす
る。天井高ℎ	は 2〜8 m の範囲で変化する。  
 
  
 
図  3.15	 室寸法のイメージ  
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 𝐶y<による比較  
	 学校教室想定と同じく，図  3.16 に拡散音場を仮定して算出した𝐶y<の室寸法の変化に対する
変化を示す。吸音設計目標値 (a)〜 (c)， (e)の場合，床面の寸法が変化しても𝐶y<の変化には影響
がないが， (d)平均吸音率一定の場合のみ床面寸法の影響を受ける。したがって，学校教室想
定を同じく， (a)は残響時間が一定のため𝐶y<の値が変化せず， (b)床面積あたりの吸音面積一定
は天井高が高いと残響時間が長くなり，𝐶y<が小さく，明瞭度が悪いと考えられる。また，
(c)2 ケースの吸音面積の平均値一定は (a)と (b)の中間的な性質を示し， (e)と似た傾向を示す。
(d)平均吸音率一定の場合，天井高に対する変化は (c)， (e)と似た傾向を示すが，床面寸法 3 条
件で𝐶y<の値が大きく変化する。天井高 2.5〜5 m の範囲で𝐶y<は床面寸法と天井高の変化によ
り -3〜3 程度まで変化し，他の吸音設計目標値より明瞭度の変化が大きくなることが示唆され
る。  
 
  
 
図  3.16	 待合室想定の室寸法の変化に対する𝐶y<の変化  
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 STI による比較  
	 学校教室想定と同じく，待合室想定でも以下に示す STI について検討を行った。前述した
通り，床面は正方形で 1 辺𝑑=4,8,16 m を想定する。  
 
l 暗騒音なし，音源—受音点距離考慮なし  
l 暗騒音なし，音源—受音点距離考慮あり  
l 暗騒音あり，音源—受音点距離考慮あり  
 
l 暗騒音の考慮なし，音源—受音点距離考慮なし  
	 (3.8)より求めた MTF から算出した STI を図  3.17 に示す。グラフの右に示す 1st〜4th
は音声伝送性能のクラスである。この場合，残響時間の変化のみ影響を受けて STI が
変化する。 (a)残響時間一定の場合，室寸法が変化しても残響時間が一定なので，STI
は 0.6 程度で一定である。学校教室想定では STI は 0.7 程度で一定であったが，待合室
想定は学校教室想定より長い残響時間を基準値としているため低い値を示す。 (b)床面
積あたり吸音面積一定の場合，天井高が高いと残響時間が長くなることで STI は小さ
くなり，建築空間では STI は 0.6 以上が望ましいと考えられているが，天井高 3 m 程
度で 0.6 を下回る。また，学校教室想定と同じく天井高 2.5〜5 m の範囲でランクが 2nd
から 4th に変化するため，室寸法によって大きく音声伝送性能が変化し，快適な音環境
性能を確保できないことが示唆される。 (c)2 ケースの吸音面積の平均値一定は (a)， (b)
の中間的な性質を示し， (e)ととても近い値を示す。また，天井高 2.5〜5 m の範囲で両
者とも STI は 0.1 程度の変化幅である。  
	 (d)平均吸音率一定の場合，天井高に対する STI の変化幅は (c)， (e)と同程度である。
しかし， (d)のみ床面寸法によっても変化し，床面 1 辺 4,8,16 m かつ天井高 2.5〜5 m の
範囲で STI は 0.25 程度の変化幅をとる。  
 
 
図  3.17	 待合室想定の STI の変化  
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l 暗騒音の考慮なし，音源—受音点距離考慮あり  
	 待合室想定でも，暗騒音がない空間における音源—受音点距離を考慮した STI について
比較する。距離の変化の影響を検討するため，臨界距離を求めた。  
 
臨界距離  
	 臨界距離は吸音の度合いを表す室定数の値によって変化し， (3.13)に示すように室の平
均吸音率と表面積が関係するので， (d)平均吸音率一定のみでなく (a)〜 (e)全ての吸音設計
目標値の場合でも，天井高と床面寸法によって変化する。  
	 図  3.18 に室寸法の変化に対する臨界距離の変化を示す。床面寸法でグラフを分けて示
す。各吸音設計目標値の天井高に対する臨界距離の変化は，学校教室想定と同じ傾向で
ある。 (b)床面積あたり吸音面積一定を除いて，床面寸法が大きく，天井高が高いほど吸
音面積が大きく，臨界距離が大きくなる傾向を示す。また，床面 1 辺 16 m の場合，天井
高の変化に対する臨界距離の変化幅が最も大きい。床面寸法が大きい場合，天井高が高
くなることによる表面積の増加率が大きいためである。  
	 床面 1 辺 4 m の場合，臨界距離が 1 m より大きいのは (a)残響時間一定と (d)平均吸音率
一定の天井高が 7 m 以上の時のみで，変化幅は (a)残響時間一定が最も大きく，天井高
2.5〜5 m の範囲で 0.3 m 程度である。この床面寸法の場合，天井高による臨界距離の変
化幅は小さいが，会話者との距離が 1 m 以内でも (a)残響時間一定と (d)平均吸音率一定の
天井高が 7 m 以上の時を除いて，拡散音エネルギーが支配的である。  
	 床面 1 辺 8 m の場合， (a)〜 (e)全て天井高 2 m 以上で臨界距離は 1 m 以上である。ま
た，臨界距離の変化幅は (a)残響時間一定が最も大きく，天井高 2.5〜5 m の範囲で 0.6 m
程度である。この床面寸法の場合，天井高 2 m 以上で会話者との距離が 1 m 以内だと直
接音エネルギーが支配的であるが，会話者との距離が 2 m 以上だと (a)残響時間一定の天
井高が 7 m 以上の時を除いて，拡散音エネルギーが支配的である。  
	 床面 1 辺 16 m の場合， (a)〜 (e)全て天井高 2 m 以上で臨界距離は 2 m 以上である。臨
界距離が 4 m より大きいのは， (a)残響時間一定の天井高が約 6 m 以上の時のみで，変化
幅は (a)残響時間一定が最も大きく，天井高 2.5〜5 m の範囲で 1.2 m 程度である。この床
面寸法の場合，天井高による臨界距離の変化幅が大きく，吸音設計目標値の違いによる
臨界距離の変化が顕著に現れると考えられる。  
	 また， (d)平均吸音率一定は室規模に関わらず𝛼< =0.15 であるので，床面１辺 4 m の場
合は他の吸音設計目標値より臨界距離大きめ，床面１辺 8 m の場合は同程度，床面１辺
16 m の場合は小さめである。  
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図  3.18	 待合室想定の臨界距離の変化  
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	 待合室想定条件で (3.9)より求めた MTF から STI を算出し，図  3.19，図  3.20，図  3.21
に示す。床面寸法によってグラフを分けて示す。各吸音設計目標値の天井高の変化に対
する STI の変化は，学校教室想定と同じ傾向である。  
	 どの吸音設計目標値でも，床面寸法が大きいほど，音源—受音点距離の変化に対する
STI の変化が大きい。これは，床面寸法が大きいほど吸音面積が大きく，臨界距離が大
きいことが関係している。  
	 床面 1 辺 4 m の場合， (a)残響時間一定と (d)平均吸音率一定の天井高 7 m 以上の時のみ
臨界距離が 1 m を越え，直接音エネルギーの比率が大きくなる。このため， (d)平均吸音
率一定の音源—受音点距離 1 m の時，STI の変化は天井高 7 m 付近で上昇傾向になる。ま
た，音源—受音点距離が天井高 2〜8 m における (a)〜 (e)の臨界距離より大きい 2,4 m の場
合，図  3.17 に示す拡散音場予測の STI と近い値を示している。  
	 床面 1 辺 8 m の場合， (a)残響時間一定の天井高 7 m 以上の時のみ，臨界距離が 2 m よ
り大きくなる。このため， (a)残響時間一定の音源—受音点距離 2 m の時，天井高 7 m 付
近で STI の傾きが若干急になる。また， (a)〜 (e)全ての条件で，天井高 2〜8 m における
臨界距離より大きい音源—受音点距離 4,8 m の時，拡散音場予測の STI と近い値を示して
いる。  
	 床面 1 辺 16 m の場合， (a)残響時間一定の天井高 6 m 以上の時のみ，臨界距離が 4 m
より大きくなる。このため， (a)残響時間一定の音源—受音点距離 4 m の時，天井高 6 m
付近で STI の傾きが若干急になる。また， (a)〜 (e)全ての条件で，天井高 2〜8 m におけ
る臨界距離より大きい音源—受音点距離 8 m の時，拡散音場予測の STI と近い値を示して
いる。  
	 以上より，天井高の変化に加え，床面寸法の変化が暗騒音のない空間での音声明瞭度
に与える傾向がわかった。  
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図  3.19	 待合室想定の音源—受音点距離を考慮した STI：(a)，(b)の場合  
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図  3.20	 待合室想定の音源—受音点距離を考慮した STI：(c)，(d)の場合  
48  
 
 
  
 
図  3.21	 待合室想定の音源—受音点距離を考慮した STI：(e)の場合  
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l 暗騒音の考慮あり，音源—受音点距離考慮あり  
	 暗騒音がある空間における音声伝送性能は， (3.2)にあるように暗騒音レベル𝐿と音声
レベル𝐿*の差 SN 比を算出して MTF を求める。  
 
音声レベル  
	 音声のパワーレベルについて学校教室想定と同じく，通常会話の 68 dB とする。ま
た，音源—受音点距離𝑟	についても，𝑟 =1，4 m の 2 条件とした。  
 
暗騒音レベル  
	 床面積あたりの騒音源についても学校教室想定と同じく，30，50 dB の 2 条件とし
た。  
 
	 以上の条件より求めた SN 比を図  3.22，図  3.23 に示す。 (e)DIN の推奨値は (c)と近い
傾向を示しているので除外した。  
	 (a)〜 (c)の 3 条件の SN 比について図  3.22 に示す。音源—受音点距離 1 m の場合，床面
1 辺 4 m の時，臨界距離が小さく拡散音エネルギーが支配的であるため，各吸音設計目
標値の天井高に対する変化の影響が小さい。床面 1 辺 8,16 m の時，臨界距離が 1 m より
大きく直接音が支配的であるため，各吸音設計目標値の天井高に対する変化が影響して
いる。各吸音設計目標値の天井高の変化に対する SN 比の変化は学校教室想定と同じ傾
向である。また，床面 1 辺 16 m の方が床面 1 辺 8 m の時より直接音エネルギーの比率が
大きいため，天井高に対する変化幅が大きい。  
	 音源—受音点距離 4 m の場合，床面 1 辺 4,8 m の時，拡散音エネルギーが支配的である
ため，各吸音設計目標値の天井高に対する変化の影響が小さく，3 条件で変化幅に違い
はほとんどないと言える。床面 1 辺 16 m の場合のみ， (a)残響時間一定の天井高 7 m の
時，臨界距離が 4 m より大きくなるため，SN 比は若干上昇している。  
	 (d)の平均吸音率が一定の場合の SN 比について図  3.23 に示す。音源—受音点距離 1 m
の場合，床面 1 辺 4 m の時の臨界距離は 1 m 前後であるため，天井高に対する SN 比の
変化は，床面 1 辺 8,16 m の時に比べて若干緩やかな傾きを示す。  
	 音源—受音点距離 4 m の場合，床面 1 辺 4,8 m の時，天井高に対する変化の影響が小さ
い。床面 1 辺 16 m の場合のみ，天井高 7 m の時，臨界距離が 4 m より大きくなるため，
SN 比は若干上昇している。  
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	 上記の条件で算出した STI を図  3.24，図  3.25 に示す。学校教室想定と同じく，暗騒
音がない場合とある場合の変化をみるため，暗騒音がない場合の STI も併記した。  
	 (a)〜 (c)3 条件の STI を図  3.24 に示す。音源—受音点距離 1,4 m 両者とも，暗騒音がな
い場合は床面寸法が大きいほど STI の値が大きいのに対し，暗騒音がある場合は床面寸
法が大きいほど STI の値が小さい。これは，暗騒音がない場合は，音声の直接音エネル
ギーと拡散音エネルギーの見かけの SN 比により MTF を算出しているのに対し，暗騒音
がある場合は，直接音エネルギーと拡散音エネルギーを合わせて音声レベルとして暗騒
音レベルとの SN 比により MTF を算出しているためである。拡散音エネルギーは床面寸
法が大きいほど小さく，STI は暗騒音がない場合は大きく，暗騒音がある場合は小さく
なる。そのため，床面寸法が大きいほど暗騒音の有無による STI の変化幅が大きい。  
	 音源—受音点距離 1 m の場合，𝐿)* =30 dB の時，SN 比は室寸法が変化しても+20 dB 以
上確保されるため，拡散音場予測の STI と近い値を示す。𝐿)* =50 dB の場合，SN 比は天
井高の変化により床面 1 辺 4 m の時最大 6.5〜8.5 dB，8 m の時最大 2.5〜6.5 dB，16 m の
時最大 0.5〜6 dB と変化する。床面寸法が大きいと SN 比の変化幅が大きくなり，STI の
変化幅も大きくなることがわかる。  
	 音源—受音点距離 4 m の場合，𝐿)* =30 dB かつ床面 1 辺 4,8 m の時，SN 比は室寸法が
変化しても 20 dB 程度確保されるため，拡散音場予測の STI と近い値を示す。床面 1 辺
16 m の時，SN 比は 14〜16 dB 程度のため，STI は拡散音場の予測より若干小さい値を示
す。また，臨界距離の関係で， (a)残響時間一定の場合，天井高 7 m 付近で STI は若干上
昇する。𝐿)* =50 dB の場合，SN 比は床面 1 辺 4 m の時約 6 dB，8 m の時約 -3 dB，16 m
の時は天井高の変化により -6〜 -4.5 dB 程度となっている。床面寸法が変化すると SN 比
が正から負までの値を取るため，例えば天井高 3 m の時，床面 1 辺 4 m の  STI 0.5，床面
1 辺 16 m では 0.2 なので変化幅は 0.3 と大きな値になる。  
	 (d)平均吸音率一定の場合の STI を図  3.25 に示す。天井高，騒音源の変化に対する STI
の変化は図  3.24 の (c)(a)と (b)の吸音面積の平均値一定と近い傾向を示している。だが，
(d)は室規模によらず𝛼< =0.15 であるので，STI を (c)と比較すると，暗騒音の有無，音源—
受音点距離に関係なく，床面 1 辺 4 m の時は大きい値，16 m の時は小さい値をとること
がわかる。2.3.2 で述べた (d)平均吸音率一定の場合のみ，残響時間，暗騒音レベルが天井
高のみでなく床面寸法によっても変化する影響があると考えられる。  
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図  3.22	 待合室想定の室寸法の変化に対する SN 比の変化：(a)〜(c)3 条件の場合  
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図  3.23	 待合室想定の室寸法の変化に対する SN 比の変化：(d)平均吸音率一定の場合  
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図  3.24	 待合室想定の暗騒音を考慮した STI の変化：(a)〜(c)3 条件の場合  
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図  3.25	 待合室想定の暗騒音を考慮した STI の変化：(d)平均吸音率一定の場合  
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第4章	 
 
理論的検討の妥当性の検証 
4.1 はじめに 
 実験目的  
	 前章までは，吸音設計目標値の設定方法に関して理論的検討を行った。吸音設計目標値の
設定方法によっては，天井高や床面寸法が変化すると残響が長くなる可能性，騒音が増大す
る可能性が示された。つまり，室寸法が変化することで，音声の聴きとりやすさ，うるささ
に優劣が生じる恐れがあるということである。  
	 この結果に対し，残響抑制と騒音低減の関係の中で，吸音設計目標値の設定方法が音声の
聴き取りと周囲の音に対するうるささについて聴感的に優劣を生じるか，検討を行うことを
目的として，被験者実験を行った。  
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 実験内容  
	 居住空間における音声聴取を想定し，吸音設計目標値によって異なる残響と騒音を付加
し，「聴き取りにくさ」と「うるささ」について基準条件との聴き比べを行い，音声の聴き
取りにくさと周囲の音に対するうるささに変化を生じているか確認を行った。また，聴感的
な変化が確認された場合，理論的検討との対応関係について検討を行った。  
	 実験は図  4.1 に示す，東京大学柏キャンパス環境棟地下 1F 無響室内で行った。実験日時は
2018 年 11 月下旬〜12 月上旬，被験者は 20〜30 代の正常な聴力を持つ男女 21 名，所要時間
は被験者 1 人当たり 50 分程度で，説明の時間を含めて 1 時間弱である。  
 
  
 
図  4.1	 無響室における被験者実験の様子  
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4.2 実験方法 
 実験条件  
	 本項では，被験者実験で検討を行う想定条件について説明する。  
 
l 吸音設計目標値の設定  
比較する吸音設計目標値は以下の 3 つとする。  
(a) 残響時間一定  
(b) 床面積あたり吸音面積一定  
(c) 上記 2 ケースの吸音面積の平均値一定  
	 (a)〜 (c)の基準値は 2.3.2，3.3 で示した待合室想定の条件と同じく，DIN B3 の 8 m×8 
m×3 m(H)の時の残響時間とする。また，平均吸音率一定は室規模を限定しない場合，
残響時間や騒音レベルが上記の 3 条件よりも大きく変化することが示唆されるため，
DIN の推奨値は (c)と近い値を取るため実験条件からは除いた。  
 
l 室条件  
	 想定する空間の床面は 2.3.2，3.3 の待合室想定と同じく，便宜的に正方形とし床面 1
辺 4,8,16 m とする。天井高については，現実的な高さを想定して 2.5 m と 5 m の 2 条件
と設定した。  
 
l 音圧レベル  
再生音源の音圧レベルについて以下に示す。  
音声レベル  
	 音声音源のパワーレベルは 68 dB とし，4.2.3 で再生方法について説明するが，直接音
と拡散音で別のスピーカから再生するため，それぞれ分けて音声レベルを設定した。
(3.14)の音声レベル算出式を直接音レベルと拡散音レベルに分けると，以下の式で表され
る。  𝐿* = 𝐿)* + 10 lg 𝑄4π𝑟P 			[dB] 	4. 1	  𝐿* = 𝐿)* + 10 lg 4𝑅 			 dB  𝐿*：音声の直接音レベル [dB]，𝐿*：音声の拡散音レベル [dB] 𝐿)*：音声のパワーレベル [dB]，𝑟：音源—受音点距離距離 [m]，𝑅：室定数  
 
	 会話距離は近距離会話 1 m と中距離会話 4 m の 2 条件設定し，直接音レベルを 60,48 
dB と求めた。また，拡散音レベルは吸音設計目標値と室条件の設定により求められる。  
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暗騒音レベル  
	 暗騒音について，条件を単純化するため床面積あたり騒音源のパワーレベルは多群会
話程度の 50 dB のみとする。騒音源のパワーレベルの設定と (2.2)より，暗騒音レベルを
求めた。また，暗騒音の有無の影響についても確認するため，暗騒音なしの条件も含
む。だが，会話距離 1 m 想定だと音声の直接音レベルが支配的で条件間の変化が小さい
と考え，暗騒音なしは含まず，距離 4 m 想定のみ暗騒音なし条件も含む。  
 
	 以上の条件設定を表  4.1 に示す。実験条件数は吸音設計目標値 3 条件，床面 1 辺長 3 条
件，天井高 2 条件より，距離 1 条件につき 3×3×2 で 18 条件となる。距離 1 m 想定の暗騒音
ありと距離 4 m 想定の暗騒音あり・なしより，3×18 で全 54 条件となった。4.2.4 で評価方法
について説明するが，基準値との一対比較による条件の比較を行うため，8 m×8 m×3 m(H)
を基準条件として表  4.1 に併記する。  
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表  4.1	 被験者実験の設定条件(音声の直接音レベルは 48,60 dB の 2 条件) 
 
第 4 章 理論的検討の妥当性 61 
 
 使用音源  
	 実験に使用した音源について，以下に示す。  
 
音声音源  
	 国立情報学研究所音声資源コンソーシアム [28]より無償配布されている「重点領域研究『音
声言語』・試験研究『音声 DB』連続音声データベース」のうち，1 人の 30 代男性による 5〜
6 秒程度のナレーションやニュース文章の読み上げを収録したものを用いた。被験者が音声を
聴き続けることで慣れが生じないよう，音源 18 条件に合わせて，無作為に 18 個の文章を選
出した。  
 
暗騒音音源  
	 音響の被験者実験では，一般的な空調騒音の周波数特性を有する Hoth ノイズ [29]を暗騒音に
用いることが多いが，本実験では騒音源を多群会話と想定する上，音声と暗騒音の周波数特
性を揃えるため，音声音源を 128 回加算して作成したバブルノイズを用いた [30]。音源の周波
数特性について図  4.2 に示す。第 3 章で理論的に求めた暗騒音がある場合の STI の前提条件
は，音声と暗騒音の周波数特性が同じであることなので，STI の条件に揃えるため暗騒音をバ
ブルノイズとした。   
 
図  4.2	 音声音源とバブルノイズの周波数特性  
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残響付加方法  
	 表  4.1 に示す吸音設計目標値 (a)〜 (c)と天井高の設定によって求められた残響時間のインパ
ルス応答を作成し，MATLAB を用いて音声音源と暗騒音音源に畳み込んだ。畳み込んだイン
パルス応答を，図  4.3 に残響時間と共に示す。拡散音を全て妨害音として扱うことを前提と
し，直接音が発せられてから 50 ms 以内の成分は除外した。また，直接音と拡散音を別のス
ピーカから再生することを考慮して，直接音は含まないものとした。  
 
  
 
図  4.3	 インパルス応答波形  
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 再生方法  
	 本実験では，音声の直接音は被験者の正面に設置した 1 つのスピーカから再生し，音声の
拡散音と暗騒音は被験者の周囲に設置された 6 つのスピーカから再生した。この 6 つのスピ
ーカを用いた再生システムを 6ch 再生システムという。本実験の再生システムの概要図を図  
4.4 に示す。前項で示したインパルス応答を畳み込んだ音源の wave データを，PC(Adobe 
Audition)に取り込んで使用する。音声の拡散音と暗騒音の再生スピーカを 1〜6ch，直接音の
再生スピーカを 7ch とする。また，再生システムの設備機器を図  4.5 に示す。  
 
音声の直接音  
	 音声の直接音は，被験者の正面に配置した図  4.6 に示すスピーカ (8050A,GENELEC)より再
生する。アンプは内蔵されており，AD/DA 変換にはインターフェース (FireFace800，RME)を
用いた。直接音用スピーカは Signal processor(DME24,YAMAHA)に接続されないため，Digital 
Audio Workstation：DAW(Adobe Audition)を用いて周波数特性の補正を行った。周波数特性の
補正は，ホワイトノイズをスピーカから流し，図  4.7 のように騒音計を用いて測定しながら
PC 上で行った。再生時に平坦な周波数特性となるよう 1/1 オクターブバンド毎に調整し，全
周波数で差は±1 dB 以内とした。音圧レベルの調整についても，図  4.7 のように再生音源を
測定し，被験者の耳元で 48,60 dB となるよう PC 上で編集した。   
 
図  4.4	 7ch 再生システム  
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音声の拡散音と暗騒音  
	 音声の拡散音と暗騒音は，図  4.8 に示すスピーカ (NS-2HX,YAMAHA)を 6 つ用いて 6ch で再
生する。このスピーカにアンプは内蔵されておらず，パワーアンプ (IPA8200,YAMAHA)に接
続される。また，AD/DA 変換には直接音スピーカと同じインターフェースを用いた。１〜6ch
スピーカの周波数特性の補正は，Signal processor のグラフィックイコライザコンポーネント
を用いて，PC 上で 1/3 オクターブバンドごとに行った。全周波数で差は±1 dB 以内とした。
補正に用いた音源は，直接音用スピーカと同じくホワイトノイズである。音圧レベルの調整
は，直接音レベルの調整と同様に，再生音源を測定し，被験者の耳元で設定条件のレベルと
なるよう PC 上で編集した。  
 
 
 
図  4.5	 再生システムの設備  
 
図  4.6	 音声の直接音再生スピーカ  
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図  4.7	 測定の様子  
 
図  4.8	 6ch 再生のスピーカ  
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	 図  4.9 に，実験室内のスピーカ，被験者の配置について示す。また，被験者正面に直接音
再生用スピーカを配置した。  
 
図  4.9	 実験室内の仕様  
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 評価方法  
	 4.2.1 にある通り，吸音設計目標値 (a)〜 (c)の 8 m×8 m×3 m(H)の条件を基準条件として，図  
4.10 のように音源を提示し，「聴き取りにくさ」と，暗騒音がある場合は「うるささ」を含
めて基準条件との一対比較を行った。評価尺度は 7 段階とし，図  4.11 に示す教示文，記入例
を用いて被験者に評価方法を説明した。また，矢野ら [31]によると「非常に」，「だいぶ」，
「多少」，「わずかに」，「全く〜ない」の 5 段階の程度副詞は程度の強さが等間隔である
という。本実験では基準条件と比較条件の音を提示するが，聴感的に大きな差はないと考え
られるため，小さな聴感的な変化を確認するために，最小程度を示す副詞「わずかに」を用
いた。「だいぶ」と「多少」は程度副詞として用いられているのをあまり見ないため，「か
なり」，「少し」と変えて評価尺度を構成した。  
	 比較評価は，距離 1 条件に対し，基準条件と比較対象 18 条件の 18 対についてである。ま
た，順序効果を考慮して，基準条件と比較条件の順序を入れ替えた提示も行った。したがっ
て，距離 1 条件に対し 2×18 の 36 対の評価を行った。36 の比較対は被験者毎にランダム再生
し，距離 1 m 想定，距離 4 m 想定暗騒音あり・なしで 3×36 で計 108 対の比較を行った。  
 
  
 
図  4.10	 再生音源の提示方法  
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図  4.11	 被験者実験教示文  
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4.3 実験結果 
 実験結果と考察  
	 被験者実験より得た回答を元に分析を行う。基準条件と比較条件の提示順を入れ替えた場
合の評価も行ったので，被験者ごとの「聴き取りにくさ」と「うるささ」の評価点はその 2
つの平均値とした。  
 
二元配置分散分析  
	 基準条件に対する各条件の評価点について，条件間 (18 条件 )で有意に差があるか，また被
験者 (21 名 )による有意な差があるか確認するため，この 2 条件による二元配置分散分析を行
った。分析データには，前述の各評価語の個人評価点を用いた。結果を表  4.2 に示す。  
	 条件間では，距離 4 m 暗騒音ありの「聴き取りにくさ」以外，有意差が確認された。特に
距離 4 m 暗騒音なし「聴き取りにくさ」，距離 1 m 暗騒音あり「聴き取りにくさ」「うるさ
さ」，で条件対ごとの違いが十分にあると言える。また，距離 4 m 暗騒音なし「聴き取りに
くさ」のみ被験者間で有意差があり，被験者によって感じ方が異なる可能性がある。  
 
基準条件と比較条件の有意差  
	 本実験では，設定条件を総当たりで比較させるのではなく，基準条件に対して，比較条件
がどのように感じるのかを，数少ない組み合わせで評価してもらった。したがって，通常の
一対比較法と異なり，全組み合わせの結果を統計的に扱うことができず，その傾向を一つ一
つ確認する方法で結果の考察をしていく [32]。この方法を用いるにあたって，各比較対で十分
に有意に差が認識されているかという観点が重要となる。各音源条件・評価語ごとに仮説平
均値を 0 として両側 t 検定を行い，得られた p 値によって印象が有意に変化しているか分析を
行った。結果を表  4.3 に示す。  
	 分散分析で条件間に有意差がなかった，距離 4 m 暗騒音ありの「聴き取りにくさ」は t 検定
でも有意差がなく，「うるささ」については (c)の床面 1 辺 4 m，天井高 5 m の時のみ有意差
が確認されたが，それ以外の条件では有意差がない。距離 4 m 暗騒音なしの場合，基準条件
と同じ床面 1 辺 8 m の時， (a)残響時間一定， (c)2 ケースの吸音面積の平均値一定の 2 つは天
井高が変化しても有意差がなく，聴き取りにくさに変化がないと言える。距離 1 m 暗騒音あ
りの場合，「聴き取りにくさ」について，基準条件と同じ床面 1 辺 8 m の時， (a),(c)の天井高
2.5 m， (b)の天井高 2.5 m,5 m の条件で有意差がない。この距離・暗騒音条件の場合，「聴き
取りにくさ」に有意差がないと，「うるささ」にも有意差がないことから，両者の関係性が
強いと考えられる。また，「聴き取りにくさ」で有意差がある条件でも「うるささ」に有意
差が見られない条件もいくつかあり，「うるささ」の方が変化に気づきにくいということが
わかった。吸音設計目標値の設定方法が同じでも，音源との距離の変化や暗騒音の有無によ
り，「聴き取りにくさ」と「うるささ」に変化が生じていることがわかる。  
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表  4.2	 二元配置分散分析の結果  
 
表  4.3	 t 検定の結果  
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組み合わせごとの心理印象  
	 一対比較による各評価語の平均評点の変化が，残響時間や音圧レベル等の音響条件におけ
る基準値に対する変化と対応しているかを条件対ごとに確認する。表  4.4 に設定条件 18 対に
ついて，基準値に対する物理条件の変化率や差分を示す。残響時間は変化率σ [%]，音声の拡
散音レベルと暗騒音レベルは差分σ [dB]で表した。理論計算の STI についても差分で表し
た。また，それらの変化が弁別閾を越えている場合，ピンク (σ>+5 %，δ>+1 dB)と水色 (σ<-
5 %，δ<-1 dB)で分けて表記している。図  4.12 に「聴き取りにくさ」の平均評価点，図  4.13
に「うるささ」の平均評価点と，それぞれの個人評点のばらつきを示している。評価値の正
の値が大きいほど，基準条件に対して「聴き取りにくさ」，「うるささ」を感じていること
を示す。  
 
u 「聴き取りにくさ」  
	 図  4.12 に示す「聴き取りにくさ」の平均評点について考察する。音源—受音点距離条
件，暗騒音条件ごとに 18 対比較を行ったので，その条件で分けて表している。また，そ
の中で床面 1 辺長条件に加え，天井高の条件で分け，表記している。  
	 距離 4 m 暗騒音なしの場合，床面寸法が小さいほど基準条件に対して聴き取りにくい
と感じる。これは STI の理論値と同じ傾向を示している。STI では，床面寸法が小さい
ほど音声の拡散音レベルが大きく，拡散音レベルが支配的になることで明瞭度が悪くな
り，聴き取りにくさが大きくなる。本実験でも同様な傾向を示しており，STI との対応
が見られる。天井高の変化に対する聴き取りにくさの変化について，床面寸法ごとにみ
ると，床面 1 辺 4 m では (a)残響時間一定が最も大きいが，床面 1 辺 8,16 m では (b)床面
積あたり吸音面積一定が最も大きい。つまり，暗騒音がない場合は床面寸法が小さい時
は拡散音の残響時間の変化よりも音圧レベルの変化が聴き取りにくさに影響を与え，床
面寸法が大きい時は残響時間の変化が影響を与えていると考えられる。ちなみに，床面
1 辺 4 m の場合， (a)の天井高 2.5 m の時 	δ𝐿* =	+7 dB，天井高 5 m の時 	δ𝐿* =	+3.9 dB で
あり， (b)の天井高 2.5 m の時 	𝜎𝑇 =	-16 %，天井高 5 m の時 	𝜎𝑇 =	+67 %である。また，い
ずれの床面寸法の場合でも，聴き取りにくさの変化は (c)2 ケースの吸音面積の平均値一
定が最も小さい。暗騒音がない場合，第 2 章の理論的考察や，第 3 章の拡散音場予測の
STI では (a)残響時間一定と吸音設計目標値を設定すると，音声の明瞭度は変わらないと
したが，音声の拡散音レベルが変化して聴き取りにくさに変化が生じることがわかっ
た。特に床面寸法が小さい時はその影響が大きい。  
	 距離 4 m 暗騒音ありの場合，分散や検定により，条件間や基準値と比較条件の間で違
いが聴き分けられていないことがわかった。平均評点を見ても，暗騒音がない場合と比
較して，評価のばらつきが大きい上，聴き取りにくさの変化幅が小さく，STI との対応
は得られなかった。また，この距離条件，暗騒音条件の STI の理論値は，ランクでいう
と 4th 以下である。つまり，この場合の 18 条件と基準条件の音声聴取について，絶対的
評価で聴き取りにくさ，聴き取り間違いを感じる可能性が大きい。直接音が小さく，音
声の拡散音レベルの影響が大きい音場であるため，床面 1 辺長の変化によって評価は大
きく変わると予想したが，実際には変化はほとんどない。これは本実験で用いたインパ
ルス応答の性質から，音声の拡散音を音声要素でなく妨害音要素として認識されたこと
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が原因だと考えられる。音声の直接音のみを音声レベルとして，バブルノイズと音声の
拡散音あわせて暗騒音レベルとして認識され，実験音場では SN 比が理論値より小さ
く，より明瞭度が悪くなっていることも考えられる。この結果より，暗騒音で音声の直
接音がマスキングされる場合，残響時間や拡散音レベル，暗騒音レベルが変化しても，
その変化に気付きにくいと考えられる。  
	 距離 1 m 暗騒音ありの場合，距離 4 m 暗騒音なしの場合と同じく，床面寸法が小さい
ほど聴き取りにくいと感じている。これは暗騒音がある場合の STI とは逆の傾向を示し
ている。暗騒音がある場合の STI では，音声の拡散音は音声レベルの要素となるが，本
実験では妨害要素として認識されるという逆の役割になっているためである。天井高の
変化に対する聴き取りにくさの変化について，床面寸法ごとにみると，床面 1 辺 4 m で
は (b),(c)，8,16 m では (a)が最も大きい。つまり，暗騒音がある場合，床面寸法が小さい
時は残響時間の変化が聴き取りにくさに影響を与え，床面寸法が大きい時は拡散音レベ
ルまたは暗騒音レベルの変化が影響を与えていると考えられる。また，天井高 2.5 m の
時， (b)	𝜎𝑇 =	-16 %， (c)	𝜎𝑇 =	-8 %で，天井高 5 m の時 (b)	𝜎𝑇 =	+67 %， (c)	𝜎𝑇 =	+26 %であ
る。床面 1 辺 8 m の場合，天井高 2.5 m で (a)	δ𝐿* =	+0.8 dB,δ𝐿 =	+0.8 dB，天井高 5 m
で (a)	δ𝐿* =	-2.5 dB,δ𝐿 =	-2.2 dB，また，床面 1 辺 16 m の場合，天井高 2.5 m で
(a)	δ𝐿* =	-5.4 dB,δ𝐿 =	+0.8 dB，天井高 5 m で (a)	δ𝐿* =	-9 dB,δ𝐿 =	-2.2 dB である。ま
た，暗騒音がある場合，床面寸法が変化すると，聴き取りにくさの変化が小さい吸音設
計目標値が変わるので，どの目標値が望ましいとは一概に言えない。  
 
u 「うるささ」  
	 暗騒音がある場合は，「うるささ」についても比較を行った。「うるささ」の平均評
点について図  4.13 に示し，「聴き取りにくさ」と同様に条件毎に表記している。全体的
に平均評点の絶対値が小さく，「聴き取りにくさ」より条件間の変化は見られない。  
	 距離 4 m の場合，「聴き取りにくさ」同様，検定によって基準値と比較条件の間でほ
とんど違いが聴き分けられていないことが示された。天井高の変化に対する暗騒音レベ
ルの変化幅が最も大きい (a)が，基準条件に対し違いを感じると予想したが， (c)の床面 1
辺 4 m，天井高 5 m の条件のみ有意差が得られた。このことより，本実験では暗騒音レ
ベルの変化が「うるささ」と対応していないと考えられる。  
	 距離 1 m の場合，床面寸法が小さいほど基準条件に対してうるさいと感じる。これは
拡散音レベルの変化が「うるささ」にも影響を与えていると言え，上記の「聴き取りに
くさ」と対応している。 t 検定の結果も合わせて見ると，床面 1 辺 16 m の場合， (b)の天
井高 2 条件のみで十分な有意差があり，評価値は天井高 5 m の方が若干うるささを感じ
るという，残響時間が長くなる影響を示している。また，床面寸法の変化による拡散音
レベルの変化は聴き分けられているが， (a)〜 (c)の条件間の違いは聴き分けられていると
は言えない。本実験では直接音レベルの大きさに関係なく，暗騒音レベルとの対応は得
られなかった。  
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表  4.4	 基準条件に対する音響物理指標の差分・変化率  
 
74  
 
  
 
図
 4
.1
2	
「
聴
き
取
り
に
く
さ
」
の
平
均
評
価
点
 
第 4 章 理論的検討の妥当性 75 
 
  
 
図
 4
.1
3	
「
う
る
さ
さ
」
の
平
均
評
価
点
 
76  
 
 物理量と心理量の対応  
	 評価語と残響時間や拡散音レベルとの対応を確認するため，相関係数を算出し，表  4.5 に
示す。評価語の値には条件対ごとの平均評点を，音響物理指標には表  4.4 に示す変化率や差
分の値を用いた。  
	 暗騒音がある場合，「聴き取りにくさ」と「うるささ」で相関が確認でき，特に距離 1 m
の場合は非常に高い相関を示している。  
	 距離 4 m 暗騒音なしの場合，「聴き取りにくさ」と拡散音レベルに強い正の相関が見ら
れ，拡散音レベルの変化が「聴き取りにくさ」に大きな影響を与えていることが確認され
た。また，「聴き取りにくさ」と STI にやや負の相関が見られた。STI は値が大きいほど聴き
取りにくさを感じず，評価値とは逆の意味を持つため，負の相関となる。聴感印象に影響を
及ぼすと予想していた残響時間については，相関が得られなかった。  
	 距離 4 m 暗騒音ありの場合，「聴き取りにくさ」と音響条件の相関は得られず，変化を聴
き分けられていないことが確認された。だが，「うるささ」と拡散音レベル，STI にはやや正
の相関が見られた。やはり残響時間や暗騒音レベルより，床面寸法の変化，拡散音レベルの
変化の影響が支配的であることが明らかとなった。  
	 距離 1 m 暗騒音ありの場合，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに音声の拡散音レベ
ルと STI に強い正の相関が見られた。また，STI と「聴き取りにくさ」相関は正の値を示して
いるため，やはり理論値とは逆の傾向を示している。  
 
表  4.5	 相関係数  
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	 相関係数の算出から，「聴き取りにくさ」，「うるささ」に対し，音声の拡散音レベルと
STI は相関が確認され，特に拡散音レベルとは非常に強い相関が見られた。また，聴感印象に
影響を及ぼすと予想した残響時間と暗騒音レベルは，相関が非常に低いことが確認された。
そこで，これらの音響物理指標に対する「聴き取りにくさ」，「うるささ」の傾向を，改め
て確認するため，距離条件，暗騒音条件ごとの条件対の結果を用いて関係性を分析した。音
響物理指標は表  4.4 に示す差分や変化率の値を用いた。  
	 残響時間の変化率に対する各条件の「聴き取りにくさ」，「うるささ」の評価について図  
4.14 に示す。決定係数，相関係数の値は残響時間の変化が「聴き取りにくさ」に与える影響
が非常に小さいと示している。だが，距離 4 m の暗騒音がない場合，散布図を見てみると，
床面 1 辺長条件毎に残響時間の変化率が正の値で大きいほど，聴き取りにくさが大きいと評
価されていることが分かる。床面 1 辺 4,8,16 m で同じ傾向を示している。つまり，本実験の
条件では，音声の拡散音レベルの変化が「聴き取りにくさ」の変化に及ぼす影響が最も大き
く支配的であるが，床面 1 辺長毎の評価では残響時間の変化が影響を与えていると言える。
距離 4 m 暗騒音ありの場合，やはり「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに残響時間の変
化が与える影響は，決定係数が非常に低い値を示すことからもほとんどないと言える。距離 1 
m 暗騒音ありの場合も，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに，決定係数が非常に低い
値を示すことから残響時間の変化の影響がほとんどないと言えるが，暗騒音がない場合と逆
の傾向で，変化率が正の値の時，変化率が大きいほど「聴き取りにくさ」が若干小さいと評
価されている。暗騒音がある場合，音声の拡散音の響きが長いほど，聴き取りやすいと感じ
ていると言える。  
	 音声の拡散音レベルの差分に対する各条件の「聴き取りにくさ」，「うるささ」の評価に
ついて図  4.15 に示す。距離 4 m 暗騒音なしの場合，強い正の相関を示している上，決定係数
が非常に大きい値を示し，評価値が直線的に分布していることから，やはり音声の拡散音レ
ベルの変化が非常に大きな影響を与えていると言える。距離 4 m 暗騒音ありの場合，「聴き
取りにくさ」，「うるささ」ともに，決定係数が小さい値を示し，音声の拡散音レベルの変
化をあまり聴き分けられているとは言えない。だが，拡散音レベルの差分が大きいほど，両
者の評価値は若干大きな値を示し，評価の傾向としては暗騒音なしの場合と同じである。距
離 1 m 暗騒音ありの場合，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに決定係数が非常に大き
い値を示し，評価値も直線的に分布しており，拡散音レベルの影響が非常に強いと言える。
また，「聴き取りにくさ」に関しては，暗騒音がない場合よりも評価値が直線的に分布して
いる。これは，暗騒音なしの場合，分散分析で示されたように，被験者ごとの評価の違いが
あると考えられるためである。  
	 暗騒音レベルの差分に対する各条件の「聴き取りにくさ」，「うるささ」の評価について
図  4.16 に示す。距離 4 m の場合，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに，決定係数が非
常に小さい値を示し，暗騒音レベルの変化が評価に与える影響はほとんどないと言える。距
離 1 m の場合も，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに決定係数が非常に小さい値を示
している。だが，「聴き取りにくさ」について，床面 1 辺 8,16 m の時は，差分が大きいほど
「聴き取りにくさ」が若干大きいと評価されているように見える。「うるささ」に変化がな
いと感じても，「聴き取りにくさ」には若干変化を感じることがあると言える。  
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	 STI の差分に対する各条件の「聴き取りにくさ」，「うるささ」の評価について図  4.17 に
示す。距離 4 m 暗騒音なしの場合，「聴き取りにくさ」と STI の差分は負の相関があると示
したが，評価値の分布は直線的であるとは言えない。だが，全体的な傾向としては STI の差
分が正の値に大きいほど，「聴き取りにくさ」は小さいと評価され，STI と同じ傾向を示す。
また，その傾向は床面寸法が大きいほど，つまり拡散音レベルの影響が小さくなるほど顕著
に表れているように見える。距離 4 m 暗騒音ありの場合，「聴き取りにくさ」，「うるさ
さ」ともに相関係数は小さい値を示し，STI との対応はほとんどないと言える。距離 1 m 暗騒
音ありの場合，「聴き取りにくさ」，「うるささ」ともに強い相関を示しており，散布図を
見てみると評価値の分布はほぼ直線的であるため，STI と対応があると言える。床面 1 辺長条
件ごとにみると，床面 1 辺 8,16 m の時， (b)天井高 5 m 条件を除いて，STI の差分が大きいほ
ど「聴き取りにくさ」の評価値は小さい。これは，各吸音設計目標値による音響条件の変化
の影響があると考えられる。だが，床面１辺長の変化，つまり拡散音レベルの変化の影響が
支配的であるため，全体的な傾向としては STI の差分が正の値に大きいほど評価値が大きい
という，STI に対して逆の対応を示している。  
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図  4.14	 残響時間の変化率と評価語の対応関係  
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図  4.15	 音声の拡散音レベルの差分と評価語の対応関係  
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図  4.16	 暗騒音レベルの差分と評価語の対応関係  
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図  4.17	 STI の差分と評価語の対応関係  
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第5章	 
 
総括 
5.1 本論文のまとめ 
	 第 1 章では，居住空間における吸音設計の残響抑制と騒音低減の役割について説明し，現
在，設計で使用されている推奨値を示した。また，学校教室以外の室用途では，それらの推
奨値の整備が不十分で，吸音不足の空間が少なくないという現状を述べた。これを研究背景
とし，居住空間を対象とした推奨値を規定することを最終目標として，本研究の目的は吸音
設計目標値の設定方法について知見を得ることとして述べた。  
	 第 2 章では，本研究の検討内容の前提条件について説明し，各吸音設計目標値を設定した
場合の，室寸法の変化に対する残響時間と暗騒音レベルの変化について理論的に検討した。
第 1 節では，拡散音場や室の形状，騒音源等に関する検討の前提条件と，本研究で比較を行
った吸音設計目標値の種類について述べた。第 2 節では，残響抑制と騒音低減の両者を考慮
した既存の推奨値である，ドイツ工業規格の室内音響指標について説明した。第 3 節では，
室用途を学校教室と待合室とした空間を想定し，前述の DIN の推奨値を含んだ各吸音設計目
標値の設定方法と，室寸法の変化による比較を行った。この比較により，残響時間一定と設
定した場合，天井高が低い時に騒音増大，床面積あたり吸音面積一定と設定した場合，天井
高が高い時に残響過多となる可能性が示された。また，騒音低減と残響抑制どちらも考慮し
た目標値を設定した場合，DIN の推奨値と似た傾向，性質を示した。平均吸音率一定と設定
した場合，他の吸音設計目標値と違い，床面寸法の変化の影響を受けて残響，騒音ともに大
きく変化することが示唆された。  
	 第 3 章では，第 2 章で設定した各吸音設計目標値について，音声明瞭度指標𝐶y<と STI を用
いて，更に理論的検討を深めた。室用途を想定し，室寸法や騒音源等の物理条件を変化させ
て比較を行った。第 1 節では，音声明瞭度に関する物理的評価指標について述べ，特に STI
の算出方法について説明した。第 2 節では，学校教室を想定し，吸音設計目標値を設定し
て，天井高や音源—受音点距離，騒音源の変化による音声伝送性能の比較を行った。その比較
より，暗騒音がない場合，音声の拡散音の比率が小さいほど明瞭度は良いため，会話者との
距離が臨界距離より小さい時の STI の値は，天井高が高くなると，残響時間一定の場合は大
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きく，床面積あたり吸音面積一定の場合は小さくなると分かった。暗騒音がある場合，SN 比
が十分に確保されないと，吸音度合いの変化は，音声の拡散音レベルと暗騒音に対する低減
の効果の変化に対応する。そのため，天井高の変化に対する STI の変化は，暗騒音がない場
合と同じ傾向であるが，SN 比の補正により変化幅は小さくなっていることが分かった。第 3
節では，多様な床面寸法が考えられる待合室空間を想定し，第 2 節と同様に音声伝送性能の
比較を行った。床面寸法の大きさが変化すると臨界距離も変化するため，吸音設計目標値と
天井高が同じ条件でも，床面寸法が変化すると聴き取りやすさは異なることが示唆された。
また，床面寸法の変化に対する STI の変化は，暗騒音の有無によって逆の傾向を示すことが
わかった。床面寸法が大きいほど音声の拡散音レベルが小さくなり，STI の値は，暗騒音がな
い場合は大きく，暗騒音があるときは小さくなる。第 2 節，第 3 節ともに，STI の変化幅が最
も小さいのは，残響抑制と騒音低減の両方を考慮した目標値であり，第 3 章の結論として
は，上記の目標値が吸音設計の目標値として望ましいと考えられた。  
	 第 4 章では，理論的検討の妥当性を検証するために行った実験について述べた。第 1 節で
は，聴感実験の目的と内容について簡単に説明し，第 2 節では，理論的検討の条件の音場を
再現する方法や，評価方法について詳細に説明した。第 3 節では，実験結果を述べた。基準
条件との一対比較の結果から，暗騒音がない場合の室寸法の変化に対する「聴き取りにく
さ」の変化は，理論的検討と同様な傾向であることが分かった。音声の拡散音レベルの変化
が評価に与える影響として最も大きく，床面寸法が小さいほど聴き取りにくいと評価され
た。この条件の場合，室寸法に対して聴感的な差が最もなく，目標値として望ましいのは理
論的検討と同じく，残響抑制と騒音低減を考慮したものであった。次に，拡散音が支配的で
暗騒音がある場合，拡散音を妨害音と扱う本実験のインパルス応答の性質や，音声が暗騒音
によりマスキングされる影響で，「聴き取りにくさ」「うるささ」ともに変化が小さく，回
答にばらつきが生じ，変化を聴き分けられていなかった。最後に，直接音が支配的で暗騒音
がある場合，暗騒音がない場合に比べて，室寸法の変化に対する「聴き取りにくさ」の評価
値の変化幅が STI と同じく小さくなった。インパルス応答の性質もあり，暗騒音がある場合
の床面寸法の変化に対する「聴き取りにくさ」の評価は STI と反対の傾向を示した。また，
「うるささ」については，音声の拡散音レベルの変化は聴き分けられたが，暗騒音レベルの
違いは認識できていなかった。暗騒音がある場合は，床面寸法の変化による影響が支配的
で，どの目標値が最適かとは一概に言えなかった。  
	 以上より，本研究では，居住空間の吸音設計目標値に関して理論的に検討し，被験者実験
で聴感的な変化について確認した。理論的検討で，目標値によって残響過多や騒音増大とな
ることが示唆された。聴感実験より，暗騒音がないときは理論値との対応が見られ，目標値
として望ましいものが示されたが，本研究の焦点である暗騒音がある時の変化については対
応が得られなかった。  
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5.2 今後の課題 
	 本研究では，前述の通り，吸音設計目標値を設定した場合の残響や騒音の変化について理
論的に検討した後，聴感的に同様な変化を生じているか確認し，各吸音設計目標値の比較を
行った。しかし，研究上，便宜的に設定した条件上における検討であり，より現実的な室形
状，室寸法，吸音面の配置等の物理条件における変化について再度検討する必要がある。事
実，暗騒音がある場合の空間を想定した理論的検討の STI の結果に対し，実験的検討の結果
では反対の傾向を示し，その原因の一つとして考えられるのが，本実験のインパルス応答の
性質であった。初期反射音到来の時刻を，対象空間の条件に対し，より現実的に設定したイ
ンパルス応答を用いれば，実験で影響が大きかった音声の拡散音の聴感印象に与える効果が
変化すると考えられる。  
	 また，暗騒音がない場合と比べ，暗騒音がある場合は，吸音設計目標値の設定方法が，聴
感印象に与える変化にあまり差がないと示した。だが，音源—受音点距離が臨界距離より遠
く，拡散音レベルが支配的である時の条件について，現実的なインパルス応答を用いた条件
で印象評価を行えば，異なる印象の変化を示す可能性がある。  
	 加えて，本実験では暗騒音がある場合，床面寸法が変化すると，天井高の変化に対する
「聴き取りにくさ」「うるささ」の変化の差が小さい吸音設計目標値も変化した。この点を
考慮して，室用途を仮定し床面寸法を更に細かく変化させ，室規模を限定した上で設定し
て，検討を行う必要があると考えられる。上記の再検討により，残響抑制と騒音低減の関係
の中で，室用途に合わせた最適な吸音設計目標値の設定方法が定まることを期待する。  
	 以上，本論文をまとめ，残された課題を示した。居住空間に関する吸音設計目標値が設定
されることによって，快適な音環境が確保され，吸音不足による身体的障害がなくなること
を願い，本論文を締めくくる。  
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Ï®¡ƌĦ"'Á&Ŋ¡ƌ8ŘƋľ!
ƈ}!ƔÁ&Ï®ı$¡ƌĥæ8Ř 
 ½ć&ƌĩ³%ƅ5 AIJES [1]!'ūÁ
&ĲČ}ĺ6 	5Ɣ<L:C1|
ŒëƔŀƄł%ƅ50&'$ƔÁī
ź1ÁÄėƔƏƌĝ"&ƅ{%'_ý$ğ
5¡ƌ'ƌƍ£ů8Ĺ|5Ġ%ƀ
ŜƔîƂ_!5"1ƔţŠŏ
&ĶŬ_Űł%24¡ƌ_Ű&ŀƄÉ$
$	&ħĥ!5 
1.2 UWTS 
 <L:C1|Œëł&Á%ƅ ě·!
'¡ƌţŠĲČ}¼¬5Ɣê«!
'63&ŀƄ%ƅ50&'¼¬$	 
 ăĸĿ!'Ɣ¡ƌţŠĲČ}&ţ¾ùė
%	 Ķŝ8Û5"8Ĳı%Ɣđƍì
"ƏƌrĜ&aƋ3ĉš8ŗ
ĲČ
}&ţ¾ùėƔƌµýĵÒ"¨Əå%`
5×ƍ8ĨŪı%ĉšÚƔŚƐŏÀ
Ɛ8Żőåı$¶%	 Ĺŧ5 
2 -lTK$k
/VS[6 
2.1 -lTK$e3 
ăĸĿ!'Ɣû¼&ĲČ}%Ɣj^
& 4 ĽƎ&¡ƌĲČ}%ƅ Ɣí÷ƌ²
k¾&^ƔÁÄė&¶%Å5đƍþƄ
"ÿƏƌVNU&ƅ{8ĨŪÔ%24ĕ/
5!ƔƏƌĝ'ŀũƏƌ1e&ę
ƌł8ã¾ ƔÑƋľÕ4&ƌƍKW
ZVNU8!"#"ƔKWZVNU\¾"
k¾5đƍþƄ'j^& Sabine &Ô%
°0&"5 $ = 0.161 ∙ +, ∙ ℎ . (1) ℎ:ºdƑ[m],+,:ÑƋľ[[],.:¡ƌƋľ[[] 
ÿƏƌVNU!'ƔĎÔ&ÑƋľÕ4ƌƍ
KWZVNU%Å5VNUÌ%ĴĲ5 ∆! = −10 lg . +, + 6 2  
$Ɣ¡ƌĲČ}&°ĞĄl" ƔℎƖℎ7!$Ɩ$7Ɣ∆! = Δ!7"5 
(a) đƍþƄ8\¾ƕ$ = $7Ɣ∆!'ĎÔ&
Ż4ℎƑ$5"r^5 ∆! = −10 lg 0.161 ∙ ℎ $7 + 6 3  
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(b) ÑƋľÕ4¡ƌƋľ(. +,)8\¾ƕ 
Ô(2)24∆!'\¾"$5&%ÅƔ$'Ď
Ô&Ż4ℎ%ēx´¹5$	 = $7 ∙ ℎ ℎ7 4  
(c) ]Ţ 2 ?ZC&¡ƌƋľ&Ï®}8\
¾ƕ  $ = 2$7 1 + ℎ7 ℎ 5  ∆! = −10 lg 0.161 ℎ7 + ℎ 2$7 + 6 6  
(d) Ï®¡ƌĦ8\¾ƕ= = =7ƔÑƋÄė
%2 0¶ƔÑƋŴƃ> m &ĐùÖ
&²8ã¾5"ĎÔÛ365 $ = 	0.161 =7 2 ℎ + 4 > 7  ∆! = −10 lg =7 2 + 4ℎ > + 6 8  
2.2 :JbH5%lm@K 
 2016 Ðõ¾& DIN 18041 [2]!'Ɣ¹Yb
Şč&Á8 A ōƔÈŞč&Á8 B ō"
Ĥ%Úŏ!'đƍì"ƏƌrĜ8Ŏç
ò»}ţ¾6 	5Ř 1 & 5 &
ÁīźƎ¯%ÅƔĎÔ&Ż4. A&^Ƈ
}ℎ&ƅø" ţ¾6ƔB2 3 B5
% $ķ$52
Ş¾ 	5 ℎ ≤ 2.5	 m ƕ. A ≥ E 9  ℎ > 2.5	 m ƕ. A ≥ H + 4.69 lg ℎ IJ 10  
2.3 =,5?3+TK$Mh 
 DIN !'ÙÁ1mèÁł&nť	Əƌ
&5ŀƄ8 B3 % 	5!
8 m8 m3 m(H)!& B3 ò»}8z¿ı
%°Ğ"Ɣ5 &ĲČ}8ēų5p
Ɣ(d)!'=7 =0.15 8ĲČ}"5 
 ª 1 %ĲČ}&$"Δ!&¶8ĺℎ =2.5~5.0 m &ņ©%	 Ɣ(a)!'Δ!
3 dB ¶Ɣℎr	þƔƏƌ´¹&×œ
ß4Ɣ(b)!'$ 0.7~1.4 s &¶"$
4đƍż¸&à65(c)!']Ţ 2 ?
ZC&bƄı$ßů8ĺƔ$ 0.8~1.1 
sƔΔ! 1.8 dB &¶"$ 	5ℎ
Ƒ$5"$'ŕÎ´¹50&&ƔΔ!'
ŕÎr^FVZG<LĪ5\ùƔ
(d)!'(c)"ċ%FVZG<LĪƔℎ
&ņ©% > =4,8,16 m "ã¾5
"Ɣ$ 0.6~1.6 sƔΔ! 4.2 dB &ņ©!¹
¶5"75(c)' DIN "
ŵ	}"$ 	5 
3 l0!i>_@KMh 
 Ł!&ĨŪıŎÃ8Ų,Ɣƌµoŷ
ßœîČ STI[3]%°ƔÙÁã¾ŀƄ%
5ýĵÒ&ēų8ŗ
STI 'Ɣİ
ƌµ&ĤÜƔőqŌ!|¼6 	5
ļÒ8ģĨı%ĺ MTF[3]24Ņ65
ĨŪŠŅ! MTF 8Û5%'ƔÁÂľ1¡ƌ
Ħł&ÁĄl1ƏƌĝƔİµŏ"&űƉ(=K)
&ţ¾ÝŜ"$5!"#'¸ōnť8ã¾
 50 dBƔƌµ&ƌƍKWZVNU!"#L' 68 
dB"ƌğ!&ƌµVNU!#L'ĳñ
ƌVNU!#LM"í÷ƌVNU!#LN8Ű
7ĎÔ!ĕ,5 !#L = !"#L + 10 lg O 4πKQ + 4 R 11  O:î{ø,R:Á¾ø+= 1 − =  
` 1. DIN B Z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1'8
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ăĉš!'ƔK8ŵűƉ(1 m)ƔbűƉ(4 m)"
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8ĺ(d)'Ā0ÁÄė&×ƍ8, (e)
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4È	""ƔÿƏƌ5"! SN
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&²ƔÿƏƌā4&þƔġ%ē* 
STI &¶Í¹	6'KŔĮű
Ɖ24¹	ĠƔÿƏƌġ&þ& STI '$&¶!Ė,4ƔÿƏƌā4&þ' SN
ēĐ3Ů&}8"4 STI ¹¶
53!5ĲČ}Ē&¶'Ɣ(a)	ℎ
r	"!¹$4, (b)	ℎƑ$5"$ƃ$4ƔSTI 'È$5(c)
']Ţ&bƄı$ßů8ĺ 
4 -lTK$k
4oSId 
 Ł,!&ĨŪıĉš8Ų,Ɣƌµý
ĵÒ"¢©&ƌ%Å ċ$8Ī
5őåÀƐ8ŗ	Ĺŧ5ÊsŀƄ!
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 18
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Ąl0 .đƍh&;XKUCÞń
'Ɣz¿ı%ĳñƌ8İ 3 50 ms j
Ɔ&0&"ª 3 &BCER& 1~6ch
!í÷ƌ"ÿƏƌƔŚƐŏĐƋ& 7ch !ĳ
ñƌ8ĚĠƔ!#LN"!#LM8 VNU
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ĻļÒ&ƌŨƌĝ[4]ƔÿƏƌƌĝ'ƌµ8
ŅvéJMUI;D[5]!5 
 Ťyŉą8ª 4 %ĺK =4 m ÿƏƌ
ġ&þƔSTI "ċ%>È	ļő
4%	"åƔℎ%Å5ŭ&¶
ÍÈ	&'(c)!K =4 m ÿƏ
ƌā4&þƔýĵÒƔ¨Əå%¶È
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6'ƔăÀƐ!ī	;X
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 	5×ƍ"Ŏ3
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5Ƙ!'Ɣ>%25!#LN&
¶'ő36 	5ƔĲČ}Ē&
Ž	'ő36 	5"'şƔ!
"&ÅÞ'Û36$ 
5  
 ăĸĿ!'ƔÊsŀƄ&¡ƌĲČ}%ƅ
 ĨŪı%ĉšƔŚƐŏÀƐ!őåı
$¶8ĹŧĨŪıĉš!ƔĲČ}%
2 đƍż¸1Əƌ´¹"$5"ĺ
§6ÀƐ24ƔÿƏƌġ	þ'ĨŪ
}"&ÅÞŝ36ƔĲČ}" Ă,
	0&ĺ6ƔăĸĿ&Ģğ!5
ÿƏƌā5þ&¶%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fÚ'BQSVZBTXł
8ī	 Ɣ24ħÀı$ƌ²8ħ]
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([BP[1]üăÓŇ½nŋ,½ćúţ&ƌĩ³|°ĞYţŠîƂ,üăÓŇn,2008.[2]DIN 
18041:2016,Acoustic quality in rooms-Specifications and instructions for the room acoustic 
design.[3]T.Houtgast,et.al.,Acustica,46,pp.60-72,1980[4]PASL-DSR,ŃĘ¹½,Ķœâ±ĪuË½
ĸĿÁ,1991.[5]ĈĬg,üăƌƍ½nŦ,53,pp.337-345,1997. 
. 4.]) (;) (*)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LÓöhúçåÊ´Q÷)sÎÉÛ* 

	o®±ăMAöjiā°z9¦ýrĂ 

1 ()	 
LÓöhú¸ûZÿúK¼
\(ăçå¬Ê´Q¸û¬
ö%phúÃÛ'*)}²úÅv
÷) AIJES [1]ì¡|QÏ*
)ă.4-0ăPÝăUVÓöÔ
º%ÿú½y³(ăÊ´Qç
~>«À)®t¸ûZ
ÿúK¼?ù
'ăhúÊ´Qç~§º
ÄëÉÛ,â 
2 1*%2	0(-)+ 
E=(a)~(d) 4 ÑþhúÊ´Q÷ă
¤úuF~=ă{BĀ)¸û¬
öWpúm756x`,ÄëÉÛ
)ăÿú½Óêÿú%C»
_úÔ,×~ăùÒ(úû38:
756,;~F~)¸û¬öE=
Sabine s$) ! = 0.161 ∙ () ∙ ℎ +	 (1) ℎ:{BĀ[m]ă():ùÒ[m2]ă+:húùÒ[m2] 
Wúm756ă¶ã*)
ùÒ(úû38:756)Ë
756ÌÊ) ∆. = −10 lg + () + 6 (2) 
	ăchúÊ´Qs¾¯Găℎąℎ3
!ą!3ă∆. = Δ.3) 
(a) ¸û¬ö,;~Ą! = !3 ∆.¶ò({BĀwK=) ∆. = −10 lg 0.161 ∙ ℎ !3 + 6 (3) 
(b) ùÒ(húùÒ(+ ()),;~Ą 
(2)&(∆.;~)ă!¶
ò({BĀ¹Nwz) !	 = !3 ∙ ℎ ℎ3 (4) 
(c) <æ 2 /:0húùÒpQ,;~Ą  ! = 2!3 (1 + ℎ3 ℎ) (5) ∆. = −10 lg 0.161(ℎ3 + ℎ) 2!3 + 6 (6) 
E< 3 Ñþç~÷ă{BĀ
)¸û¬öWúm756x`, Fig. 1
Ï(a)K{BĀ∆.wză(b)
Ā{BĀ!wză{BĀ&
«ÍS^Æ)bÞ);§ă
(c)(a),(b)@öÉí,Ïă{BĀ
w!áwz)$ă∆.á
K=ă17:2.4Æ) 
(d) phúÃ,;~Ą8 = 83 
ùÂ&$x`)#ăù
ïõ9[m]·§ud,×~)ă¶
X*) ! = 	0.161 83 2 ℎ + 4 9  (7) ∆. = −10 lg 83 2 + 4ℎ 9 + 6 (8) 
Fig. 2 9ą8 [m],s¾¯Gud{
BĀ)x`,Ïudă(c)e
³!∆.x`17:2.4Æ
)ăùÒ)?Ü$wză
«Í^`Æ)bÞÏk*) 
3 $,#	0+ 
 2016 ¢~ DIN 18041 [2]ăz9@ä
µ, A Úăäµ, B ÚăÁ
Ü¸ûZÿúK¼,Ûs¾
Qç~*)Table 1 Ï 5 
Çñþqă¶ò(+ ;=øQ
{BĀ÷¥ç~*	(ăö 
É¸û¬ö<øQ,~#) 
* Basic consideration on target values for sound absorption design of living spaces. by SAKAMOTO, 
Shiori and SAKUMA, Tetsuya (Univ. of Tokyo). 
 
Fig. 2 Relative reverberation time (left) and SPL (right) 
for Case (d) with different floor widths. 
 
Fig. 1 Relative reverberation time (left) and SPL (right) 
versus ceiling height for Cases (a)~(c). 
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ℎ ≤ 2.5	[m]Ą+ ; ≥ B (9) ℎ > 2.5	[m]Ą+ ; ≥ D + 4.69 lg ℎ FG (10) 
<æs¾Q÷ă{BĀ)!Δ.x`, Fig. 3 Ï[Õ(c),(d)e
³ă{BĀ<ª!wz,è
$ăΔ.K=)+
)Jă
cÇñă{BĀ¥!R
;~)ăΔ.R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' B5
üÙ%
) 
4 .
*%2
&/ 
 " 
}²­ò£,×~ăAIJES ¡|Q
să(a)~(c)Ê´Q, 8 m8 m3 m(H)
!3 = 0.6	[s]ă(d)83 = 0.2)DIN
}²£,g"B5s¾Q¹î) 
Fig. 4 cÊ´Qç~	){BĀ
)!Δ.x`,Ï{BĀ 2.5~5.0 m 
Öl	ă(a)Δ. 3 dB x`ă(b)
! 0.5~1.0 s );§ă(c)
! 0.5~0.8 săΔ. 1.5 dBx`È!(ă
x`(d)eÐ)Á(c) DIN
Q ;ß) 
 1
DIN d%HÔIé9ÿú
)¿nÓö,B3aY)ă 
8 m8 m3 m(H)DINs¾Q,OÉ
s¾ăcÊ´Q,¹î)Jă(d)
83 = 0.15,Ê´Q) 
Fig. 5 cÊ´Qç~	)!Δ.,Ï
{BĀ 2.5~5.0 m Öl	ă(a)
}²£eΔ. 3 dB x`ă(b)
! 0.7~1.4 să(c)! 0.8~1.1 săΔ.
1.8 dB x`);§ă(d){
BĀÖl]ùïõ 4~16 m Öl
,×~)ă! 0.6~1.6 săΔ. 4.2 dB 
Ölzx`)+
)!ă
$(c) DIN 
(ðQ
) 
5 	 
 ®tLÓöhúÊ´Q÷ă
;àÉ¸û¬ö%phúÃ]ăD
ç~§º$g#ÄëÉÛ,âÊ´
Qç~§º&ă{BĀ¸
û¬ö)Wúm756x`ă¸
ûóy%ÿúw*$)+

ÁphúÃ;~ăùÒ&
$?Üx`)#ăäµ,ø~
udÊ´Q>f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+!' 
[1] ©®×}IØ, }²¨çúÅvPTs¾9çå
ô, ©®×}I, 2008. 
[2] DIN 18041:2016, Acoustic quality in rooms – 
Specifications and instructions for the room acoustic 
design. 
 
 
Fig. 4 Reverberation time (left) and SPL (right) versus 
ceiling hegiht for classroom (B5). 
 
Fig. 5 Reverberation time (left) and SPL (right) versus 
ceiling hegiht for waiting/resting room (B3). 
Table 1 Room usages and parameters. 
Usage ℎ ≤ 2.5	[m] ℎ > 2.5	[m] 
B1: no stay N/A N/A 
B2: short stay B = 0.15 D = 4.80 
B3: long stay B = 0.20 D = 3.13 
B4: need for noise reduction & 
room comfort 
B = 0.25 D = 2.13 
B5: special need for noise 
reduction & room comfort 
B = 0.30 D = 1.47 
  
Fig. 3 Reverberation time (left) and SPL (right) for the 
room usages B2 to B5 of DIN 18041. 
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